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第１ やまなし農業ルネサンス大綱の骨子  
 
○本県農業・農村の目指す方向 
 
本県の農業は、東京圏に近い有利な立地条件や変化に富んだ自然条件を活かしながら、農業者の

たゆまぬ努力と高度な生産技術の確立等により、全国に誇れる果樹を中心に、水稲、野菜、花き、

畜産等の特色ある産地を形成してきました。 
しかしながら、近年、こうした農業を支えてきた農業者の減少と高齢化の進行に伴い、農地の減

少や耕作放棄地の増加等、生産基盤の脆弱化が進行しています。 
これまで農業の担い手は、農家の後継者として親から子に引き継がれてきましたが、今後は、農

家の子弟を含め農業に関心がある人たちが、農業に魅力を感じ、職業として農業を選択し、効率的

かつ安定的な経営を実現し、将来に期待が持てるようにしなければなりません。 
このため、担い手の経営力の向上、産地基盤の強化、販路の拡大等に総合的に取り組み、「担い

手が育つ高収益な農業の実現」を進めていくことが重要です。 
また、農村においては、中山間地域を中心に過疎化や混住化が進行し、農村コミュニティの機能

の維持が困難となり、農業生産活動の低下をはじめ、鳥獣害の増加、農村景観の荒廃等が進んでい

ます。 
こうした中、国民の価値観が多様化し、ゆとり、安らぎが重視されるようになり、農村の持つ景

観や文化、歴史等農村固有の資源への関心が高まっています。 
今後は、地域住民との連携や創意工夫の下に、こうした資源の維持と活用を図り、農村に住む人

や訪れる人たちが、魅力を享受できる農村づくりに取り組み、「魅力ある活力に満ちた農村の創造」

を進めていくことが重要です。 
そこで、「担い手が育つ高収益な農業の実現」と「魅力ある活力に満ちた農村の創造」の２つの

目標に向けた取組を行い、農業に携わる人々や農村に住む人々が誇りと自信を持てるような、「未

来につながる はつらつとした山梨農業」を本県農業の将来像とします。 
 
 
○施策の方向 
 
１ 未来を支える多様な担い手づくり 
 
本県農業は、近年、農家数の減少や農業従事者の高齢化に伴う、耕作放棄地の増加、農業生産活

動の低下等、多くの課題を抱えています。 

こうした中、農業への関心の高まりを反映し、雇用就農を含め新規就農者が増加傾向にあり、ま

た、経営の効率化を目指した法人の設立や、多様なニーズを持った企業の農業参入が進んでいます。 

そこで、本県農業が将来にわたって持続的に発展していくには、このような農業への追い風を的

確に捉え、農家子弟や農業に関心を持つ若者の就農、農業法人等への雇用就農を促進するとともに、

本県の中核的な担い手として認定農業者や農業生産法人の育成、企業の農業参入を推進します。 

また、家族経営を担っている農村女性や定年帰農者等の活動の促進に加え、地域の状況に応じた

農作業受託組織の育成等、本県農業の未来を支える多様な担い手づくりを進めます。 
 
（１）新規就農者の確保・育成 
 

本県の農業を支える担い手を確保・育成するには、若年層を対象に農業や農村への理解を深め
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るとともに、農家の子弟に加え、ＩターンやＵターン、農外からの意欲ある新規就農者、さらに

は定年退職者等も含めた幅広い人材を対象とした確保・育成対策が必要です。 

このため、県就農支援センターの就農相談や農業大学校における研修教育等の充実、農業者と

一体となった就農定着支援対策の強化を図ります。 

 

（２）企業的経営の推進 
 

本県農業の中核を担う経営体として引き続き認定農業者を育成するとともに、効率的な経営に

より持続的、発展的な農業の展開が期待できる農業生産法人や大規模農業経営体の育成等を進め、

このような担い手への農地の流動化を促進します。 

  また、農業を新たなビジネスチャンスの場として捉え、農業生産に本格的に参入しようとする

企業や、農業・農村を社会貢献活動や福利厚生の場として利用しようとする企業など、企業の多

様なニーズに応じた支援を実施します。 
 
（３）担い手への農地集約化の促進 
 

農業従事者の高齢化が進行する中、営農の継続が困難となる農地の発生が懸念されています。 

  一方、新規就農者や参入企業など、新たな担い手の数は増加しつつありますが、これらの担い

手に対して必要な農地が十分に貸し出されていない状況が見られることから、貸し手の負担の軽

減や貸し手と借り手を結びつける仕組みづくり等、農地利用集積が容易となる環境を整備し、農

地の集約を推進することが急務となっています。 

このため、農地集約化の推進体制を構築する中で、事業制度の周知・啓発や推進団体等の支援

を行い、農地の集約化を促進します。 
 
（４）地域を支える営農活動の促進 
 
   本県の農業では、女性農業者や定年帰農者等が農業生産や地域活動において重要な役割を担って
おり、今後もそれぞれの持つ能力を発揮できるように支援していくことが必要です。 

   また、各地域における生産活動の強化を図る上で、地域の状況に応じた生産者組織等の育成が必
要です。 

    このため、農村女性による起業等の活動の促進、農業者組織や定年帰農者等への技術指導、農作
業受託組織の育成を推進します。 

 
 
２ 戦略を重視した新たな販売ルートづくり 

 
高収益な農業を実現するには、生産者が自信を持って作り出した農産物を有利に販売できる仕組

みづくりが必要であり、このため、経済発展が著しいアジア諸国に向けた県産果実等の輸出拡大に

取り組むとともに、産地における生産から流通、販売までの一体的な取組の促進、地域農産物の重

要な販路となっている農産物直売所等の活用推進等、販売ルートの強化に取り組んできています。 

一方、国内の道路整備や宅配事業の進展による流通網の整備により、産地間競争はますます激し

くなることが予想されるとともに、世界的な経済危機に端を発した国内経済の低迷が続く中、消費

者や需要者の間には、より低価格な商品を求める行動が強くなっています。 

このため、「農産物販売戦略委員会」を核として、国内外の消費者や需要者の動向を的確に捉え
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た具体的、効果的な販売戦略を展開するとともに、オリジナル品種等県産農産物のブランド育成の

ための施策を実施し、果実をはじめとする本県産農産物の輸出倍増、直売所の利活用の推進等、戦

略を重視した新たな販売ルートづくりを推進します。 

さらに、生産者が加工・販売分野に進出し経営を多角化・高度化する農業の６次産業化の取組を

支援して、高収益な農業の実現を図ります。 
 
（１）農産物の販売戦略の推進 
 

県産農産物のブランド化を図り、競争力を高めるためには、従来の市場流通に加え、生産から

流通、販売までを一体的に捉えた販売戦略に基づく取組が必要です。 

このため、販売戦略委員会を核として、多様な需要者の動向を捉えながら、オリジナル品種の

産地化等、地域の特徴を活かした戦略を確立するとともに、県産農産物の情報発信の強化、さら

に量販店等との取引拡大等、生産者と消費者を直結する多様な販売ルートの開拓を推進します。 
 
（２）県産果実の輸出戦略プランの推進 
 

果実の国内消費が伸び悩む中、本県産果実は台湾等アジア諸国において高い市場評価を受け、

取引量が増加する傾向にあります。こうした海外市場を積極的に開拓し、県産果実の販路拡大を

図るため、「果樹王国やまなし輸出戦略プラン」に基づき、県産果実の輸出拡大に向けた情報の

受発信やプロモーション活動、生産出荷体制の整備等を推進します。 

 
（３）農業の６次産業化の推進 
 

本県の特色ある様々な農産物等の付加価値を高め、儲かる農業を実現するには、農産物の生産

と加工・販売の一体化や、地域資源を活用した新たな事業の展開など、農業者自らが経営の多角

化や高度化を目指す農業の６次産業化を推進することが必要です。 

 このため、６次産業化を支援する体制を整備し、農産物の生産と加工・販売を一体的に行う活

動等を支援するとともに、品質の高さや独自性等のブランド力を持った新たな加工品の開発を積

極的に推進します。 
 

（４）地産地消の推進 
 

県産農産物の消費拡大を図るには、生産者と消費者の距離を縮め、互いの信頼関係を築き、地

域で生産された農産物を地域内でより多く流通、消費させることが必要です。 

また、県民のみならず本県を訪れる多くの観光客も対象とした地産地消を推進することも必要

です。 

このため、身近な直売所の利活用を図るとともに、地元農産物の理解促進と利用拡大に向けた

取組を推進します。 
 
 
３ 次代につながる力強い産地づくり 
 
本県は、変化に富んだ自然条件や大消費地に近い有利な立地条件を活かし、ぶどう、もも、すも

もなど日本一の生産量を誇る果樹を中心に、水稲、野菜、花き、畜産等の特色ある産地を形成して
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います。 

このような本県農業を成長産業として持続的に発展させていくためには、農業を支える多様な担

い手の育成や、地域の状況と作物の特性に合った栽培技術、優良品種の開発普及などと併せ、規模

拡大や作業の効率化、生産コストの低減につながる基盤整備に取り組み、競争力のある産地づくり

を推進することが重要です。 

特に、本県農業の主力である果樹産地では、ほ場整備や担い手への農地集積を進め、栽培面積の

維持拡大を図る必要があります。また、全国第２位の生産量を誇るワインについては、他県産の原

料で生産されるワインの評価が高まっており、本県の原料用ぶどうの更なる高品質化が求められて

います。 

このため、本県の基幹品目である果樹の生産基盤の再生による産地強化を図るとともに、ワイン

産地の育成や水稲、野菜、花き、畜産等の特色ある産地づくり、生産技術の確立と普及等、次代に

つながる力強い産地づくりを進めます。 
 
（１）果樹産地の強化 
 
本県の果樹産地の多くは中山間地域に立地し、小規模なほ場が分散しているなど不利な条件下で

も、農家の高い生産技術に支えられた集約的な栽培が行われ、全国に誇るもも、ぶどう等の産地を

形成してきました。 

しかし、本県の果樹産地の競争力を強化していくには、作業の効率化や省力化、品目別のほ場の

団地化、さらに、より高品質な果実生産が可能な経営基盤再生の取組が必要です。 

このため、効率的な生産が可能となる果樹園の整備や担い手への農地集積を図るとともに、産地

の戦略に基づく優良品目、品種への改植等を推進します。 
 
（２）ワイン産地の育成 
 

本県は、ワイン生産量で全国第２位を誇ってきていますが、安価で高品質な輸入ワインの増加

や国内他産地との競争の激化により、県内ワインメーカーや原料栽培農家を取り巻く環境は厳し

い状況にあります。 

一方、本県固有の甲州種を原料としたワインは、和食にあうワインとして国内外で脚光を浴び、

ヨーロッパに向けた輸出も始まっています。今後も本県がワイン産地として維持、発展していく

には、醸造用原料ぶどうの安定生産と高品質化を図ることが必要です。 

このため、本県に適した優良な品種や系統の選抜、栽培技術の確立、さらに産地化に向けたワ

インメーカーと栽培農家の一体的な取組を推進します。 
 
（３）競争力のある産地づくりを目指した基盤整備の推進 
 

本県の水稲、野菜、花き、畜産等、特色ある産地を維持、発展させていくには、担い手が将来

展望を描けるよう、地域のニーズを踏まえた生産基盤の整備を計画的かつ総合的に展開していく

必要があります。 

このため、農作物の省力、低コスト生産や効率的な集出荷に資するほ場整備等の基盤整備を推

進し、競争力ある産地づくりを目指します。 
 
（４）特色ある産地づくりの推進 
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本県では、恵まれた立地や気象条件を活かし、水稲、野菜、花き、畜産等が各地域で展開され

ています。また、その地域の自然や文化、歴史等を背景に生産量は少ないものの特産品として優

れた農産物も数多くあるとともに、各地の河川や湖沼では特色のある水産業が営まれています。 

こうした特色ある産地づくりに向けて、各作物の特性や産地の条件に合った生産技術、省力低

コスト技術の導入、優良品種や系統の生産振興、販路の拡大等、総合的な取組を推進します。  

 また、農家経営の安定を図る上で課題となる気象災害に備え、農業者等への農業共済制度の周

知等を図ります。 
 
（５）産地の競争力強化に向けた技術の開発と普及 
 

力強い産地づくりの実現には、高品質な農産物を安定供給する栽培技術や経営安定につながる

省力、低コスト化技術の開発、生理障害や病害虫等生産を阻害する要因への対策技術の開発が必

要です。 

このため、総合農業技術センター、果樹試験場、畜産試験場、酪農試験場、水産技術センター

において、産地の課題を的確に把握し、新たな技術の開発を推進するとともに、横断的に研究開

発を行う課題については、総合理工学研究機構と連携して、試験研究に取り組みます。また、こ

れら技術の普及に当たっては、より地域に密着した普及指導を推進します。 
 
 
４ 消費者から信頼される安全で優れたものづくり 
 
消費者の食の安全・安心に対する関心が一段と高まる中で、消費者から信頼される農産物の生産

が一層求められています。 

また、地球温暖化等の環境問題への関心が一層の高まりをみせており、農業生産においても、農

業が持つ自然循環機能の活用や環境保全を重視した生産方式の導入等の取組が必要となっていま

す。 

このため、有機農業や化学肥料、化学合成農薬の低減等をはじめとする環境にやさしい農業生産

方式の導入を推進します。また、本県産農産物の安全・安心を確保する各種取組を強化するととも

に、食育の推進等により、消費者から信頼される安全で優れたものづくりを進めます。 
 
（１）環境にやさしい生産方式への転換 
 

農業・農村が持続的に発展していくためには、農業が本来持っている自然循環機能を活かした

農業生産活動等を行うことにより、環境への負荷をより一層軽減することが必要です。 

このため、化学肥料や化学合成農薬を低減する栽培や有機農業の導入、有機性資源の利活用を

推進します。 
 
（２）安全・安心な農産物の生産・供給 
 

食の安全・安心に対する消費者の信頼を確保するには、生産資材の適正な使用とともに、消費

者が求める情報を正確かつ迅速に提供することが必要です。 

このため、生産段階においてＧＡＰ（農業生産工程管理）の導入を段階的に図るとともに、農

薬、肥料、飼料の適正な使用や生産情報の一層の開示等を推進します。 
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（３）食育の推進 
 

食に関する情報の多様化や料理をする機会が減少する中で、健全な食生活に欠かせない正確な

知識や判断力を身に付けることが必要となります。また、地域を知り、食への関心を高めるため

に、地域農業の歴史や役割、文化を理解し、食に感謝する心を養っていく活動が必要です。 

このため、学校や保育所、地域における食育の取組を進めるとともに、食育を県民運動として

展開します。 

 

 

５ 自然と調和した美しい里づくり 

 
農業は食料を供給する機能のほかに、国土の保全や水源かん養、自然環境の保全、良好な景観の

形成、文化の伝承等の多面的機能を有しており、中でも、本県の果樹園を中心とする農村景観は、

全国に誇れる美しい農村空間として県民共有の財産となっています。 

こうした中、近年、中山間地域を中心とした耕作放棄地の増加や鳥獣害の拡大等により、多面的

機能の発揮に支障を生じる事態が懸念されています。 

また、地球温暖化等の環境問題への意識が高まる中、東日本大震災を踏まえ太陽光発電等の再生

可能エネルギーの利用が大きな関心を集めており、農村においても太陽光発電や小水力発電等の導

入が進みつつあります。 

このため、魅力ある農村資源の保全や再生可能エネルギーの利用推進、耕作放棄地の発生防止、

鳥獣害防止対策の強化等、自然と調和した美しい里づくりを進めます。 
 
 
（１）美しい農村景観保全の推進 
 

農村における過疎化、高齢化、混住化の進行に伴い、農業生産活動の停滞や集落機能の低下が

見られることから、食料の安定供給の確保はもとより、農村景観の保全に不可欠な農地や農業用

水等の農村資源の適切な管理が必要となっています。 

このため、農家のみならず農村地域の住民が一体となった農村資源の管理・保全や、農村環境

との調和に配慮した基盤整備を推進します。 

 また、農業・農村における再生可能エネルギーの利活用の可能性を検討します。 
 
 
（２）中山間地域の活性化の推進 
 

本県農地の約６割を占める中山間地域は、農業生産条件が不利なうえ、担い手の高齢化、耕作

放棄地の増加、鳥獣害の拡大等が進んでいます。 

一方、中山間地域の農業は、国土保全や水源かん養等の多面的機能を有しており、県民生活に

とって重要な役割を果たしています。  

このため、集落活動により農業生産の維持と多面的機能の発揮を図るとともに、災害防止等の

生活環境の整備を推進します。 
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（３）耕作放棄地の発生防止と有効活用 
 

本県の耕作放棄地は、中山間地域を中心に、都市近郊や平坦地でも発生が見られるようになっ

ており、農業生産活動に影響を及ぼすとともに、農村景観の維持にも支障を来していることから、

耕作放棄地対策の強化が必要です。 

このため、農業委員会や市町村が行う農地利用状況調査、耕作放棄地全体調査等を踏まえ、地

域の状況に応じて、耕作放棄地の発生防止と有効活用に向けて対策を促進します。 
 

（４）鳥獣害防止対策の強化 
 

野生鳥獣による農作物の被害は、農業者の生産意欲を減退させ、耕作放棄地が増加する一因と

なっています。 

また、耕作放棄地は、野生鳥獣の隠れ場所にもなることから、被害の拡大に拍車をかけていま

す。 

このため、関係団体等で構成する野生鳥獣被害対策連絡協議会で防止対策の総合検討を進める

とともに、生息状況の把握と適正な個体数管理を図りながら、被害防止施設の効果的な導入促進

と関係団体及び地域が一体となった防止対策の取組を推進します。 
 
 
６ 観光と連携したふれあいの里づくり 
 
本県は、東京圏に近い有利な立地条件や富士山、南アルプス連峰、奥秩父山塊等の山々に囲まれ

た豊かな自然に恵まれ、多くの観光客が訪れています。また、ももやぶどうに代表される多彩な農

産物、果樹園等が織りなす四季折々の農村景観は、貴重な観光資源となっています。 

長引く経済不況等の影響を受け、本県を訪れる観光客は伸び悩んでいますが、都市住民の中では、

農林業等の生産活動について学び、交流や体験を行うグリーンツーリズム等、地域の資源を活用し

たニューツーリズムに着目するとともに、農村地域への定住等に願望を持つ人が多くなっています。 

こうした中で、本県の農村の活性化を図るには、山梨特有の農村景観や食文化、伝統等の地域資

源を十分に活かした、都市と農村の交流や地域づくりが必要です。 

このため、地域住民や農業者が一体となった都市農村交流の推進、魅力ある交流拠点の整備と農

村情報の発信等、観光と連携したふれあいの里づくりを進めます。 
 
 
（１）都市農村交流の推進 
 

持続的な都市農村交流を進めるためには、地域資源を活用した魅力ある体験メニューの提供が

必要です。 

 このため、富士の国やまなし農村休暇邑協会と連携し、受入れ体制を強化するため、体験メニ

ューの開発等、都市と農村との交流活動の橋渡し役を担う地域コーディネーターを育成するとと

もに、地域が主体的に活動できるような受け皿づくりを進め、農村文化や郷土食等、農村資源を

活用した多彩な体験メニューの提供等を推進します。 
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（２）交流拠点等の整備と農村情報の発信 
 

近年、都市住民を中心にゆとりややすらぎへの願望、健康志向の高まりから、農山村での滞在

や体験活動を求める動きが出ており、こうしたニーズに対応することが必要です。 

このため、交流拠点施設及びアクセス道路等を整備するとともに、県内外への農村情報の発信

等を推進します。 

 

 
７ 平成２６年２月の大雪害の克服 
 

日本の南岸を急速に発達した低気圧が通過したことに伴い、平成２６年２月14日夕方から15

日朝にかけて、関東、甲信地方において記録的な大雪に見舞われました。本県では、甲府市で114cm、

河口湖で143cmの積雪となり、観測史上１位の値を更新する記録的な大雪となりました。 

この雪の影響により、本県の農業は甚大な被害を受け、農業用施設や共同利用施設の倒壊をは

じめ、樹体の損傷、家畜、水産被害など、農業関係の被害金額は暫定値ですが１７２億円余りに

上りました。 

これを受け、県では甚大な被害を受けた農業者に対しきめ細やかな対応を進めるため、営農継続

に対する支援策を講じる事としています。 

具体的には、本県の果樹を中心とした特色ある農業を維持・発展させるために、被災農業者の皆

さんが今後も意欲を持って営農を継続していただけるよう、国支援策を踏まえながら、国・県・市

町村・生産者団体が連携して、倒壊した農業用ハウスなどの撤去、ハウスの再建、収穫困難となっ

た苗木等の改植、減収対策などの経営安定支援と、4つのステップに対する支援を実施することと

しています。 

 



第２　平成２６年度農政部施策体系表（やまなし農業ルネサンス大綱施策推進体系）　

　　　　　　　　～未来へつながる　はつらつとした山梨農業～

①認定農業者の確保・育成

①農村女性の経営参画の推進

企業的農業展開支援対策費、企業的農業経営推進支援モデル事業費、農業経営構造対策事業費、【新】農地中間管理事業費、【新】機構借受農地整備事業

③企業の多様なニーズに応じた農業参入の促進

１　未来を支える多様な担い手づくり

（１）新規就農者の確保・育成

①就農誘導対策の充実

農業近代化資金対策費、農林漁業資金対策費、【新】農地中間管理事業費、企業的農業展開支援対策費、組合等指導費

②経営の法人化と大規模農業経営体の育成

農業啓発推進事業費、就農支援対策事業費、就農促進総合支援事業費、青年就農給付金交付事業費、農業大学校費

②就農定着支援対策の強化

就農支援資金貸付金、就農促進総合支援事業費、青年就農給付金交付事業費,【新】農地中間管理事業費、【新】機構借受農地整備事業、農業啓発推進事業
費、農業協力隊推進事業、【新】やまなし有機の郷づくり実践モデル事業費、農業用機械・施設整備事業費、【新】ニューファーマー定着支援事業

（２）企業的経営の推進

農業経営構造対策事業費、就農促進総合支援事業費、経営体育成総合資金対策費、農林漁業資金対策費、農業災害対策資金、組合等指導費、肉用子牛価格
安定対策事業費、果樹農家規模拡大支援事業費、農業用機械・施設整備事業費、畜産総合対策推進指導事業費

（３）担い手への農地集約化の促進

【新】農地中間管理事業費、【新】機構集積協力金交付事業、【新】機構借受農地整備事業、6次産業化農業団地整備モデル事業、企業的農業経営推進支
援モデル事業費、【新】農地集積基盤整備事業①多様な担い手への農地利用集積の促進

（４）地域を支える営農活動の促進

農村女性活動推進支援事業費

農業啓発推進事業費

②定年帰農者等の活動促進

③地域の農業を支える農業者組織等の育成

農業経営構造対策事業費、【新】農地中間管理事業費、【新】機構集積協力金交付事業

9



農業の日等啓発事業費、地域食品産業活性化総合推進事業費、やまなし農産物地産地消推進事業費、学校給食用牛乳供給事業費、やまなし新ブランド食肉
普及拡大推進事業費、食品流通合理化対策事業費補助金②地元農産物への理解の促進と利用の拡大

（４）地産地消の推進

やまなし農業ルネサンス総合支援事業費、やまなし農産物地産地消推進事業費

①農産物直売所の販売力の強化

（１）農産物の販売戦略の推進

やまなし農産物ブランド化推進事業費、富士の国やまなし農産物魅力発信事業費、環境保全型農業産地化支援事業費

やまなし農業ルネサンス総合支援事業費、やまなし農産物地産地消推進事業費

①６次産業化モデルの育成

果樹試験場費

②輸出向け生産出荷体制の整備

２　戦略を重視した新たな販売ルートづくり

①やまなしブランドの強化

やまなし農産物ブランド化推進事業費、やまなしの花総合振興対策費、フラワーセンター管理費、農業の日等啓発事業費、富士湧水の里水族館管理費、や
まなし新ブランド食肉普及拡大推進事業費、山梨の新農産加工品開発推進事業③マーケティング力の強化と販売促進活動の展開

山梨の新農産加工品開発推進事業

②県産農産物を活用した新たな加工品開発の推進

山梨県オリジナル品種産地確立事業費、ぶどうウイルスフリー苗供給対策事業費、高品質果実生産推進事業費、肉用牛改良推進事業費、受精卵供給促進事
業費、豚の改良増殖費、新銘柄豚生産拡大促進事業費、鶏の改良増殖費、特産農産物生産支援整備事業費、花き振興促進事業費、水産技術センター費、総
合農業技術センター費、果樹試験場費、地域適応型新技術等実証事業費

②オリジナル品種の産地化の推進

（２）県産果実の輸出戦略プランの推進

県産果実海外販路拡大支援事業費、やまなし農産物ブランド化推進事業費

①アジア諸国への輸出の拡大

やまなし農産物ブランド化推進事業費、富士の国やまなし農産物魅力発信事業費、山梨の新農産加工品開発推進事業

④新たな分野への販路開拓

（３）農業の６次産業化の推進
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企業的農業経営推進支援モデル事業費、醸造用ぶどう産地育成事業費、甲州ぶどう栽培クラブ支援事業費、企業的農業展開支援対策費

③醸造用原料ぶどう栽培の拡大

かんがい排水事業費、畑地帯総合整備事業費、果樹団地化促進支援事業費、特産農産物生産支援整備事業費、広域営農団地農道整備事業費、基幹農道整備
事業費、経営体育成基盤整備事業費、農村地域活性化農道整備事業費

⑥地域特産物

やまなしの花総合振興対策費、フラワーセンター管理費、花き振興促進事業費、農業経営構造対策事業費、農業近代化資金対策費、やまなし農業ルネサン
ス総合支援事業費③花き

（３）競争力のある産地づくりを目指した基盤整備の推
進

①農業生産基盤の整備推進

（４）特色ある産地づくりの推進

稲作等経営強化対策事業費、新たな水田農業確立推進事業費、農業経営構造対策事業費、農業近代化資金対策費、やまなし農業ルネサンス総合支援事業費

①水稲

④畜産

内水面漁場管理委員会費、漁業調整指導費、内水面利用啓発事業費、富士湧水の里水族館管理費、【新】クニマス展示施設整備事業費

果樹経営安定事業費、果樹農家規模拡大支援事業費、組合等指導費、農業経営構造対策事業費、やまなし農業ルネサンス総合支援事業費、高品質果実生産
推進事業費②果樹経営支援対策の推進

（２）ワイン産地の育成

ワイン産地確立推進事業費

①優良品種・系統の選抜

野菜生産出荷安定対策費、野菜指定産地等振興費、農業経営構造対策事業費、農業近代化資金対策費、やまなし農業ルネサンス総合支援事業費

⑤水産

３　次代につながる力強い産地づくり

（１）果樹産地の強化

果樹団地化促進支援事業費、畑地帯総合整備事業費

①果樹生産基盤の再生

②野菜

畜産総合対策推進指導事業費、自給飼料増産促進事業費、乳用牛改良推進事業費、肉用牛改良推進事業費、受精卵供給促進事業費、豚の改良増殖費、新銘
柄豚生産拡大促進事業費、鶏の改良増殖費、県立牧場管理費、肉用子牛価格安定対策事業費、畜産経営体質強化事業費、農業近代化資金対策費、飼料関係
対策事業費、畜産環境総合対策事業費、やまなしエコフィード利用促進事業費

②栽培技術の確立と指導体制の充実

地域特産畑作生産振興事業費、農業経営構造対策事業費、農業近代化資金対策費、やまなし農業ルネサンス総合支援事業費

ワイン産地確立推進事業費
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③研究成果等の迅速な普及

総合農業技術センター費、果樹試験場費、畜産試験場費、酪農試験場費

②産学官の連携による技術開発の推進

（５）産地の競争力強化に向けた技術の開発と普及

水産技術センター費、試験研究調整事業費、客員研究員設置費、専門技術調査活動費、総合農業技術センター費、果樹試験場費、畜産試験場費、酪農試験
場費、やまなし農業ルネサンス総合支援事業費①高品質・安定生産技術等の確立

普及情報システム体制整備費、専門技術調査活動費、地域適応型新技術等実証事業費、農村青少年組織育成事業費、農業生産工程管理（ＧＡＰ）手法推進
事業費
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食育推進ボランティア研修費、食育推進シンポジウム開催費、食育推進協議会開催費

②食育推進体制の整備と県民運動の展開

①学校・保育所等での食育の推進

卸売市場流通対策費、食品流通合理化対策事業費補助金、地域食品産業活性化総合推進事業費、食品表示確認のための収去物品買上費

③適正な食品表示の徹底

家畜衛生技術指導事業費、家畜病性鑑定事業費、家畜伝染病予防費、自衛防疫強化総合対策事業費

④家畜等の疾病対策と防疫体制の強化

（３）食育の推進

病害虫発生予察事業費、病害虫総合制御技術推進特別対策事業費、病害虫防除所費、防疫推進事業費、農薬飛散防止対策等事業費、飼料関係対策事業費、
水産技術センター費⑤農薬等の適正使用の推進

食肉等流通合理化推進事業費

（２）安全・安心な農産物の生産・供給

家畜衛生技術指導事業費、農業生産工程管理（ＧＡＰ）手法推進事業費

①ＧＡＰ等の導入推進

４　消費者から信頼される安全で優れたものづくり

（１）環境にやさしい生産方式への転換

①化学肥料、化学合成農薬を低減する栽培の推進

やまなし有機の郷づくり推進事業費、やまなし有機の郷づくり実践モデル事業費、総合農業技術センター費

②有機の郷づくりの推進

畜産環境総合対策事業費、やまなしエコフィード利用促進事業費、農業経営構造対策事業費、やまなし農業ルネサンス総合支援事業費、専門技術調査活動
費

②安全・安心に関する情報提供

環境保全型農業推進事業費、環境保全型農業産地化支援事業費、やまなし農業ルネサンス総合支援事業費、専門技術調査活動費、総合農業技術センター
費、果樹試験場費、畜産試験場費、酪農試験場費

③有機性資源の利活用の推進
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特定鳥獣適正管理事業費、ニホンジカ個体数調整捕獲事業費、漁業調整指導費

③適正な個体数の管理

中山間地域総合整備事業費、農地環境整備事業費、畑地帯総合整備事業費、耕作放棄地解消・発生防止基盤整備事業費、鳥獣害防除事業費、総合農業技術
センター費②効果的な被害防止施設の整備

中山間地域総合整備事業費、県営ため池等整備事業費、農村災害対策整備事業費、たん水防除事業費、中山間地域総合農地防災事業費、障害防止対策耕地
事業費②農村の生活環境の整備

③耕作放棄地の多様な活用の促進

①耕作放棄地対策の計画的な推進

（４）鳥獣害防止対策の強化

鳥獣害防止対策総合実践事業費、総合農業技術センター費

①地域ぐるみによる防止対策の推進

（３）耕作放棄地の発生防止と有効活用

耕作放棄地解消・発生防止基盤整備事業費、農地環境整備事業費、基盤整備促進事業費、【新】農地集積基盤整備事業費、農業経営構造対策事業費、
【新】農地中間管理事業費、【新】機構集積協力金交付事業、【新】機構借受農地整備事業、6次産業化農業団地整備モデル事業②多様な担い手への利用集積と基盤整備の推進

耕作放棄地再生活用促進事業費、やまなし農業ルネサンス総合支援事業費、自給飼料増産促進事業費、【新】農地維持・資源向上活動支援事業費

【新】農地維持・資源向上活動支援事業費、かんがい排水事業費

①農地や農業用水等の維持保全

廃プラ処理対策費、地域用水環境整備事業費

②環境との調和に配慮した基盤整備

③農業･農村における再生可能エネルギ-の活用推
進

中山間地域等直接支払事業費、中山間ふるさと・水と土保全対策事業費

①集落機能の強化による多面的機能の確保

（２）中山間地域の活性化の推進

農村地域新エネルギー利活用推進事業費

５　自然と調和した美しい里づくり

（１）美しい農村景観保全の推進
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やまなし都市農村交流推進事業費、企業的農業展開支援対策費、やまなしライフ推進事業費

②農村情報の県内外への発信

（２）交流拠点等の整備と農村情報の発信

やまなし都市農村交流推進事業費、企業的農業展開支援対策費

②多彩な体験メニューの提供

③観光農業に適した作目・品種、栽培方法等の導
入推進

山村振興等農林漁業対策事業費、農村地域活性化農道整備事業費

①魅力ある交流施設等の整備

６　観光と連携したふれあいの里づくり

（１）都市農村交流の推進

農村女性活動推進支援事業費

①地域資源や食材の活用
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①資金融資 【臨】山梨県信用基金協会特別準備金積立補助金

【臨】被災農業者リスケジュール資金利子補給補助金、【臨】雪害対策経営安定化支援資金利子補給補助金

【臨】改植用果樹苗木購入事業費補助金

【臨】花きハウス栽培種苗購入事業費補助金

（３）減収対策

①経営費確保（融資対策）

（４）資金融資対策

③復旧（補助対策）

（２）樹木損傷対策

①苗木購入（補助対策）

②種苗購入（補助対策）

【臨】被災ハウス栽培復旧事業費補助金、【臨】被災ハウス復旧支援事業費補助金、【臨】やまなし果樹産地施設等整備事業費補助金、【臨】水稲育苗施
設緊急復旧支援事業費補助金、経営体育成支援事業

7　平成２６年２月の大雪害の克服に向けた「雪害緊急対策
事業

（１）施設倒壊対策

①撤去

②復旧（融資・補助対策）

【臨】被災施設等応急対策事業費補助金

【臨】償還円滑化緊急借換資金利子補給補助事業、【臨】農業施設復旧支援対策事業費

1
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第３ やまなし農業ルネサンス大綱に盛り込んだ施策を推進する事業 
 
 
 １ 未来を支える多様な担い手づくり 
 
 
 （１）新規就農者の確保・育成 
 
 
  ① 就農誘導対策の充実 
      ●「農業啓発推進事業費」（農業技術課、担い手対策室  ７０６千円）  
    内容：学校教育における農業教育の推進による農業・農村への理解促進を図る。 
 
                ・「高校生あぐり体験事業費」（農業技術課 １９８千円） 
                  内容：農業大学校で農業体験をすることによって、農業の魅力と農業大学校を理

解し、農業大学校への進学と新規就農者の育成を促進する。 
 
   ●「就農支援対策事業費」（担い手対策室  ７，６２３千円） 
    内容：意欲ある新規就農者を確保するため、就農支援センターを設置し、就農計画の認定等

を通じその育成を図る。 
 
        ・「就農支援センター事業費補助金」（６，５９４千円） 
             内容：就農・就業がスムーズにでき、本県農業の担い手を確保・育成するため、

県就農支援センターに就農相談マネージャーを配置し、就農相談活動等、
就農支援対策に要する経費を助成する。 

             事業主体  （財）県農業振興公社 
             事業費    ６，５９４千円 
             補助率     １０／１０以内 
 

・「就農計画認定委員会費」（８９千円） 
             内容：就農計画認定委員会において、「就農計画」を認定する。 
 
   ●「就農促進総合支援事業費」（農業技術課 １１，９４２千円） 
    内容：農業の担い手の確保・育成を図るため、就農準備段階から就農後にかけて新規就農希

望者へのきめ細かい総合的な支援対策を実施する。 
 
        ・「就農トレーニング塾設置事業費」（農業技術課 １，９４２千円） 
             内容：農業大学校において本県に就農を希望する多様な新規就農者が自己の農業

への適性判断や栽培作物を選定するために必要な実践的な農業体験ができ
る短期研修を実施する。 

 
・「農業用機械・施設整備事業費補助金」（農業技術課 １０，０００千円） 
     内容：人・農地プランに位置づけられた、今後の地域農業の中心となる

経営体が融資を活用し、機械や施設導入を行う際、かかる経費の一
部を助成する。 

 
      ●「青年就農給付金交付事業費」（担い手対策室  ３７９，６７１千円） 
        内容：就農意欲の喚起と就農定着を図るため、就農前の研修期間及び経営開始後の一定期間

において、所得を確保する給付金を交付する。 
 
        ・「青年就農準備型給付金」（７６，５００千円） 
             内容：県の認める研修機関や先進農家で研修を受ける者に対して、年間最大 

１５０万円を最長２年間給付する。 
 
        ・「青年就農経営開始型給付金」（３０２，９３８千円） 
             内容：経営が不安定な就農直後の所得を確保するため、新規就農者に対して年間

最大１５０万円を最長５年間給付する。 
 
     ○「農業大学校費」（農業技術課  ６９，０３７千円） 
        内容：農業後継者や新規参入希望者への研修教育を行う。 
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  ② 就農定着支援対策の強化 
      ●「就農支援資金貸付金」（農業技術課 ４０，０００千円） 
        内容：将来の地域農業の担い手を幅広く確保するため、就農に向けた研修や準備及       

び経営開始に必要な施設、設備の整備に資金を無利子で融資する。 
                          資金貸付枠  ４０，０００千円 

 
●「就農定着支援制度推進事業費」（農業技術課・担い手対策室 ７２，５６３千円） 
内容：新規就農者の確保・育成に必要な、実践的な栽培技術及び経営管理の習得、農地等の

確保、地域住民との人間関係の形成など、新規就農希望者が持つ共通の課題を解決し、
本県への就農を支援するため、新規就農者の育成に高い見識と能力を持ち、かつ十分
な研修環境を提供できる農業者等（アグリマスター）の指導の下で長期研修を実施す
る。 

 
・「農業用機械・施設整備事業費補助金」（農業技術課 １０，０００千円） 

 再掲 Ｐ１7 
 

●新「ニューファーマー定着支援事業費」（担い手対策室 ６，０００千円） 
          内容：県内の農村地域において、農家の高齢化や離農により不要になった農業用施設や機械

の情報収集の実施と、情報提供に向けたサイトの開設を行う。また、新規就農者の早
期経営安定化のモデル的な取り組みに対し、遊休施設や機械の修繕や機能強化に必要
な経費を助成。 

 
    ●「青年就農給付金交付事業費」（担い手対策室  ３７９，６７１千円）  再掲 Ｐ17 
 
      ●「農業啓発推進事業費」（農業技術課、担い手対策室 ７０６千円） 再掲 Ｐ１7 
  
   ●「農業協力隊推進事業費」（担い手対策室 １５，８３２千円）  
        内容：農山村地域の担い手を確保するため、都市住民を誘致し、農業活動や地域活動の実       

施による、地域への定住・定着を図る。 
                     事業期間 平成２５年度～平成２６年度 農業協力隊員数  ５名 
      

●「農地中間管理事業費」（農村振興課 242,799千円）  
    内容：地域内の分散し錯綜した農地利用を整理し、担い手ごとに集約化する必要がある

場合や耕作放棄地について、農地中間管理機構が借り受け、必要な場合は基盤整備
等の条件整備を行い貸し付ける。また、借り受けた農地については、貸し付けるま
での間、農地として管理を行う。 

 
      ●「機構借受農地整備事業費」（農村振興課 ５０，０００千円）  
    内容：担い手のニーズにきめ細かく対応するために、小規模農地の条件整備を迅速に実

施する 
 

 ●新「やまなし有機の郷づくり実践モデル事業費」（農業技術課 ３１，４９８千円） 
       内容：有機農業の実践モデル事業として、有機農業における課題として担い手育成、販路拡

大のための課題を解決するため実践モデル事業により取り組む。 
 
        ・新「有機農業協力隊推進事業費」（２４，７９８千円） 
              内容：有機農業の担い手を確保するため、都市住民を誘致し、農業活動や地域活

動の実施による、有機農業での地域への定住・定着を図る。 
                     事業期間 平成２６年度～平成２７年度 農業協力隊員数 １０名 
 
 
（２）企業的経営の推進 
 
 
  ① 認定農業者の確保・育成 
      ●「農業経営構造対策事業費」（農村振興課 6，369千円） 
        内容：地域の立地条件に応じて、意欲ある経営体を育成するために必要な共同利用施設等の

整備等を図る。 
 
   ●「畜産総合対策推進指導事業費」（畜産課 ２，６１３千円） 
        内容：畜産農家の経営・生産技術の高度化を図るため、支援指導体制の確立、専門家による

支援指導等を行うために、畜産経営技術高度化促進事業を委託する。 
                       委託先     （公社） 県畜産協会 
                       委託料      ２，６１３千円 
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●「就農促進総合支援事業費」（農業技術課 １０，０００千円） 

・「農業用機械・施設整備事業費補助金」（１０，０００千円） 再掲 Ｐ１7 
 
      ●「経営体育成総合資金対策費」（農業技術課 ３，７５０千円） 
        内容：農業者の自主性と創意工夫を生かした、効率的・安定的な経営体の育成を図るため       

の総合融資制度に対し、利子助成及び無利子貸付を行う。 
 
        ・「農業経営基盤強化資金利子助成補助金」（２，９６９千円） 
                         補助先      市町村 
                         利子助成率   年利０．２５％以内 
 
           ・「県農業信用基金協会特別準備金積立補助金」（７８１千円） 
                         補助額     ７８１千円 
                         補助先      県農業信用基金協会 
 
      ●「農林漁業資金対策費」（農業技術課 １，０３８千円） 
        内容：制度資金借入農家及び借入予定農家の農業経営を中小企業診断士等が調査・分析す       

る。 
 
      ●「農業災害対策資金」（農業技術課 ８４９千円） 
        内容：凍霜害など、災害によって損害を受けた農業者の負担を軽減するため、利子補給を行

うことで、被害農業者の経営維持・安定を図る。 
 
      ●「組合等指導費」（農政総務課 １，７９８千円） 詳細 Ｐ２7 
      ●「肉用子牛価格安定対策事業費」（畜産課 ５７１千円） 詳細 Ｐ３2 
 
   ●「果樹農家規模拡大支援事業費」（果樹食品流通課 ２，２２２千円） 詳細Ｐ２７ 
 
 
  ② 経営の法人化と大規模農業経営体の育成 
      ●「農業近代化資金対策費」（農業技術課  ９，６２０千円） 
        内容：農業経営の近代化、農村生活環境の整備などを目的とした長期・低利の資金の円滑       

な活用を図るため、資金借入者の利子負担の軽減措置を講ずる。 
                        資金名                             融資枠 
                     農業近代化資金               １，０００，０００千円 
                     中山間地域活性化資金             １００，０００千円 
 
      ●「農林漁業資金対策費」（農業技術課  １，０３８千円） 再掲 P１９ 
 
   ●「企業的農業展開支援対策費」（担い手対策室 ４５，３９１千円） 詳細 Ｐ１９ 
 

・「企業的農業推進事業費」（７２１千円）  詳細 Ｐ１９ 
 
      ●「組合等指導費」（農政総務課 1，７９８千円） 詳細 Ｐ２7 
 

●「農地中間管理事業費」（農村振興課 242,799千円） 再掲 Ｐ１8 
 
 
  ③ 企業の多様なニーズに応じた農業参入の促進 
    ●「企業的農業展開支援対策費」（担い手対策室 ４５，３９１千円） 
    内容：農地の有効活用と農村の活性化及び企業参入等を促進する。 
 
      ・「企業的農業推進事業費」（７２１千円） 
          内容：企業の農業参入を積極的に推進するため、企業訪問、セミナー等を通じ企業の

農業参入促進活動を展開する。 
 
      ・「やまなし企業と農山村のふるさと交流促進事業費」（８００千円） 
           内容：企業と農山村との協働活動による農地等の有効活用を図るため、企業と農山村

とのマッチングを行い、農山村を企業の社会貢献活動や社員研修等の場として
の活用を推進する。 

 
 
      ・「醸造用ぶどう生産企業定着支援事業費補助金」（１，１００千円） 
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           内容：醸造用ぶどうの生産拡大を図るため、農業参入企業がアグリマスター、先進農

家、企業、研究機関等から指導を受けて行う栽培技術の強化に向けた取り組み
に対して助成する。 

 
・臨「農業参入企業新部門チャレンジ支援事業費（緊急雇用）」（４２，７７０千円） 

           内容：企業が、新たな事業を実施する際に、必要となる人材を育成するため、失業者
を有期雇用して農業技術の習得を図る取り組みを支援する。 

 
   ●「企業的農業経営推進支援モデル事業費」（農村振興課 ４０，０００千円） 
       内容：企業などの農業参入を促進するため、ほ場や農道などの生産基盤の条件を整備するモ

デル的な取組に対して支援する。 
             事業主体  市町村、農地保有合理化法人等 
             事業費   ８０，０００千円 
             補助率   １／２ 
 
      ●「農業経営構造対策事業費」（農村振興課 6，369千円）  再掲 P１８ 
 
 
（３）担い手への農地集約化の促進 
 
 
①  多様な担い手への農地利用集積の促進 

   ●「企業的農業経営推進支援モデル事業費」（農村振興課 ４０，０００千円）再掲Ｐ２０ 
   

●「農地中間管理事業費」（農村振興課 242,799円） 再掲 Ｐ１８ 
 
      ●「機構集積協力金交付事業費」（農村振興課 129,219千円） 
    内容：機構に対し、まとまった農地を貸し付けた地域及び、農地を貸付けて担い手への農地

集積・集約化に協力する農地の出し手に対して協力金を交付する。 
 
      ●「機構借受農地整備事業費」（農村振興課 ５０，０００ 千円） 再掲 Ｐ１8 
 
      ●「６次産業化農業団地整備モデル事業費」（農村振興課 ５０，０００千円）   
    内容：農業の６次産業化に取り組む企業等が活用する農地の集積が行われ、その農地に高

度利用施設（植物工場等）を導入するための農地基盤整備を実施することにより、企
業誘致による雇用創出の促進を図る。 

 
●新「農地集積基盤整備事業」（耕地課 １５，０００千円） 

    内容：中心経営体への農地集積を行う基盤整備事業の地元負担に対して助成する。 
              事業主体  市町村、農地中間管理機構等 
              補助率      定額（最大１２．５％） 
 
 
 （４）地域を支える営農活動の促進 
 
 
  ① 農村女性の経営参画の推進 

●「農村女性活動推進支援事業費」（農業技術課 ２，０７４千円） 
 内容：農村地域の活性化を図るため、女性の担い手確保を推進する。 

 
・「農村女性による農村資源活用事業費」（７１３千円） 
内容：農村資源を活用した新たな事業起しを推進するため、農村女性が主体となり商

工業者等とのネットワークづくりを推進する。 
また、農村女性の資質向上を図り、農業・農村で活躍する農村女性リーダーを
育成するため、関東ブロック会議等に農村女性を派遣する。 

 
  ② 定年帰農者等の活動促進 
      ●「農業啓発推進事業費」（農業技術課､担い手対策室 ７０６千円） 再掲 Ｐ１7 

 
・「農作業安全推進事業費補助金」（農業技術課 ２５０千円） 
内容：担い手の減少や高齢化が進む農業・農村において、農作業機械による事故が多

発しており、農作業事故の未然防止のため、状況や原因の分析を行い、農作業
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の安全について農家への啓発を実施する経費に助成する。 
             事業主体  県農業協同組合中央会 
                        事業費      ５００千円 
                        補助率      １／２以内 
 
 
  ③ 地域の農業を支える農業者組織等の育成 
      ●「農業経営構造対策事業費」（農村振興課 6,369千円） 再掲 Ｐ１8 
 

●「農地中間管理事業費」（農村振興課 242,799千円） 再掲 Ｐ１8 
 

●「機構集積協力金交付事業」（農村振興課 129,219千円） 再掲 Ｐ２０ 
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 ２ 戦略を重視した新たな販売ルートづくり 
 
 

 （１）農産物の販売戦略の推進 
 
 
  ① やまなしブランドの強化 
   ●「やまなし農産物ブランド化推進事業費」 （農産物販売戦略室 ２０，６３３千円） 

内容：消費者ニーズを反映した「やまなしブランド」を確立するとともに、本県農産物のイ
メージアップと消費拡大を図るため、消費宣伝活動を実施する。 

 
         ・「富士の国やまなし農産物販売促進支援事業費補助金」（１４，０００千円） 
           内容：県産農産物の販路拡大を図るため、県・農業団体が一体となってトップセー

ルスなどの消費宣伝活動等を実施する。 
             事業主体  県農畜産物販売強化対策協議会 
             事業内容 
            ・認証農産物の販路開拓 
            ・県産果実等の県内外での消費拡大 
              事業費 ３１，７１９千円 
              補助率 １／２以内 
 

・「農産物流通販売強化対策事業費補助金」（４，６０２千円） 
         内容：販売対策強化のため、農産物インフォメーションセンター・輸出促進セン

ターによる市場や量販店の情報収集等と産地への提供等を支援する。 
             事業主体  県農畜産物販売強化対策協議会 
                        事業費      ９，２０４千円 
                        補助率      １／２以内 
 

●「富士の国やまなし農産物魅力発信事業費」（農産物販売戦略室 １，２８３千円） 
    内容：県産農産物のブランド力、販売力の強化を図るため、「うんといい山梨さんプロジェ

クト」推進委員会を設置し、認証制度を活用したブランド化戦略を検討するとともに、
産地研修会の開催などを実施する。 

 
・「うんといい山梨さんプロジェクト」推進委員会設置費（２８３千円） 
内容：富士の国やまなしの逸品農産物認証制度の品目追加や出荷団体の認証審査

と制度を活用したブランド化戦略を検討する。 
・新「うんといい山梨さんプロジェクト」推進事業費（１，０００千円） 
内容：認証制度を活用したブランド力強化に向けた産地研修会の開催や認証農産物の

普及・ＰＲ活動を実施する。 
 

 
      ●「環境保全型農業産地化支援事業費」（農業技術課 ５，１３５千円） 

 
・「甲斐のこだわり環境農産物認証事業費」（２１３千円） 
内容：化学合成農薬や化学肥料を一定の割合で削減して生産された農産物を認証

し、環境への負荷を減らすとともに県産農産物の消費拡大を図る。 
                       ・認証委員会開催 
                       ・認証制度普及・啓発 
 
  ② オリジナル品種の産地化の推進 
   ●「山梨県オリジナル品種産地確立事業費」（果樹食品流通課 ６７０千円） 
       内容：オリジナル品種の普及とブランド化を推進し、産地強化を図る。 
 
                ・「山梨県オリジナル品種産地確立事業費補助金」（６７０千円） 

内容：オリジナル品種の普及とブランド化に向けた取り組みに対し助成する。 
事業主体  県オリジナル品種ブランド化推進会議 
事業費   １，３４０千円 
補助率   １／２以内 

 
   ●「ぶどうウイルスフリー苗供給対策事業費」（果樹食品流通課 ５，９９１千円） 
        内容：ウイルスフリー苗への計画的な改植により、ぶどうの高品質化を図るため、母樹の供

給やウイルス検定を行う。 
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   ●「高品質果実生産推進事業費」（果樹食品流通課 ２８，９４３千円） 
        内容：県外産地との競争の激化、消費者ニーズの多様化等に対応するため、民間の育種交配

の推進や新品種・優良系統の選抜等に支援する。また、ブランド化に取り組むＪＡに
対し、簡易雨よけ施設の整備を支援し、高品質果実の生産を推進する。 
・臨「果樹施設化支援事業費補助金」（２４，０８７千円） 

    内容：果実の高品質化と安定生産に有効な、ぶどうの簡易雨よけ施設を早期に普
及させるため、設置に係る経費を助成する。 

        交付先   ＪＡ 
        実施主体  富士の国やまなしの逸品農産物認証制度の認証団体 
                             及び申請中の団体 
        補助率   １／２以内 

      
・「民間育種選抜支援事業費補助金」（５００千円） 

             事業主体  （公社）県果樹園芸会 
             事業費     １，０１６千円 
             補助率     １／２以内 
 

● 「肉用牛改良推進事業費」（畜産課 １，０７２千円） 詳細 Ｐ３1 
 

・「高品質和牛倍増プラン推進事業費」（１，０７２千円） 詳細 Ｐ３1 
 

● 「受精卵供給促進事業費」（畜産課 ８，３４４千円） 詳細 Ｐ３1 
 

   ・「受精卵供給促進事業費」（８，３４４千円） 詳細 Ｐ３1 
 
      ●「豚の改良増殖費」（畜産課 １２，８７９千円） 詳細 Ｐ３1 

 
●「新銘柄豚生産拡大促進事業費」（畜産課 ３０，９１５千円） 詳細 Ｐ３1 

 
    ●「鶏の改良増殖費」（畜産課 １２，０７８千円） 詳細 Ｐ３1 
 
      ●「特産農産物生産支援整備事業費」（耕地課 ８０，０００千円） 詳細 Ｐ２8 
 
      ●「花き振興促進事業費」（花き農水産課 ７，３５４千円） 詳細 Ｐ30 
 

●「専門技術調査活動費」（農業技術課 １，９３１千円） 詳細 Ｐ３3 
 
   ○「水産技術センター費」（花き農水産課 ７５，６５６千円） 詳細 Ｐ３3 
 
      ○「総合農業技術センター費」（農業技術課 １４１，４５３千円） 詳細 Ｐ３3 
 
   ○「果樹試験場費」（農業技術課 ７９，５８７千円） 詳細 Ｐ３3 
 
   ●「地域適応型新技術等実証事業費」（農業技術課 １，７６０千円） 詳細 Ｐ３4 
 
 
  ③ マーケティング力の強化と販売促進活動の展開 

●「やまなし農産物ブランド化推進事業費」（農産物販売戦略室 ２０，６３３千円）    
再掲 Ｐ２２ 

 
●「やまなしの花総合振興対策費」（花き農水産課 ３，４０４千円） 詳細 Ｐ３０ 

 
      ●「フラワーセンター管理費」（花き農水産課 ２，０００千円） 詳細 Ｐ３０ 
 
   ●「農業の日等啓発事業費」（農政総務課 ２，４１０千円） 詳細 Ｐ２５ 
 
      ●「富士湧水の里水族館管理費」（花き農水産課 ４５，８８７千円） 詳細 Ｐ３２ 
 
      ●「やまなし新ブランド食肉普及拡大推進事業費」（畜産課 １，６７０千円） 
    内容：県の銘柄食肉を「甲州」統一ブランド食肉として情報発信し、そのイメージを定着さ

せることで、ブランド化と販路の拡大を図る。 
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・新「甲州統一ブランド食肉流通推進事業費」（1,０００千円） 
内容：新銘柄豚肉のブランド化と販路拡大を図るため、イベントの開催や協議会

が実施するＰＲ活動への助成を行う。 
              事業主体  県、新銘柄豚普及推進協議会 
                    補助率   １／２ 

 
・「フェスタまきば開催費補助金」（6７０千円） 
内容：まきば公園を会場とし、県産銘柄畜産物のＰＲイベント開催。 

             事業主体  フェスタまきば実行委員会 
             事業費   ２，０００千円 
                        補助率      定額 
 

●「山梨の新農産加工品開発推進事業」（農業技術課 ７，０００千円） 詳細 Ｐ２５ 
 
 
  ④ 新たな分野への販路開拓 

● 「やまなし農産物ブランド化推進事業費」 
（農産物販売戦略室 ２０，６３３千円）   再掲 Ｐ２２ 

 
        ・「県産農産物販売強化支援事業費」（農産物販売戦略室 ３４２千円） 
         内容：主要な卸売市場・量販店等において果実を中心に県産農産物の情報発信と

情報収集に努め、取り扱い拡大を図る。 
また、各地の県産農産物の販売状況や輸出向け取扱い状況等を調査・分析
し、県産農産物の販売拡大・販路拡大のための資料とする。 
 

●「山梨の新農産加工品開発推進事業」（農業技術課 ７，０００千円） 詳細 Ｐ２５ 
 
 
 （２）県産果実の輸出戦略プランの推進 
 
 
  ① アジア諸国への輸出の拡大 
      ●「県産果実海外販路拡大支援事業費」（農産物販売戦略室 ３，６３２千円） 
        内容：日本産食品の需要が高まり、今後県産果実の輸出拡大が期待されるタイにおけるトップセ

ールスや、台湾、香港、シンガポール等でのプロモーション活動の実施等により販路拡大
を図る。 

 
              ・「県産果実海外トップセールス事業費」（２，２４５千円） 
          内容：タイにおいて本県産果実のプロモーションと関係機関等へのトップセール 

スを行い、本県産果実の認知度向上と需要喚起を図る。 
 

・「果樹王国やまなし輸出拡大サポート事業費補助金」 
（１，３８７千円） 

         内容：県果実輸出促進協議会が主体となり実施する、本県の高品質で安全な果実 
の輸出を促進するための総合的な取り組みに対し助成する。 

             事業実施主体  県果実輸出促進協議会 
             事業費     ３，４６１千円 
             補助率     県費１／２以内  
 

● 「やまなし農産物ブランド化推進事業費」 
（農産物販売戦略室 ２０，６３３千円） 再掲 Ｐ２２ 

 
・「県産農産物販売強化支援事業費」（３４２千円） 再掲 Ｐ２４ 

 
 
  ② 輸出向け生産出荷体制の整備 
   ●「果樹試験場費」（農業技術課）（７９，５８７千円） 

・輸出向けモモ果実におけるモモシンクイガ対策 
・モモ鮮度保持技術の開発 
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 （３）農業の６次産業化の推進 
 
 
  ① ６次産業化モデルの育成 
    ●「やまなし農業ルネサンス総合支援事業費」（農村振興課 ３２，０００千円） 
        内容：担い手が育つ高収益な農業の実現と魅力ある活力に満ちた農村の創造に向けて、施設

整備等に対して助成する。 
             事業主体  市町村、農協、営農集団、農業生産法人、農業参入企業、Ｎ

ＰＯ法人等 
                 事業費    ６４，０００千円 
                 補助率    １／２以内   

● 「やまなし農産物地産地消推進事業費」（果樹食品流通課 １０，５４６千円） 
詳細Ｐ２５ 

 ・新「６次産業化ネットワーク活動支援事業費」（９，９４３千円） 
            内容：６次産業化の支援体制を整備するとともに、農林漁業者と多様な事

業者がネットワークを構築して取り組む６次産業化を推進する。 
 
  ② 県産農産物を活用した新たな加工品開発の推進 
   ●「山梨の新農産加工品開発推進事業」（農業技術課 ７，０００千円） 
     新美味しい甲斐開発プロジェクト第２ステージ事業（７，０００千円）  
      内容：全国各地で加工品開発等を成功に導いてきた小泉武夫氏を中心に新たな加工品

開発を支援するとともに、農業者をはじめ加工業者など関連業者と法人組織を
設立し、インキュベーション活動を行う中、「美味しい甲斐開発商品」のブラ
ンド力の強化と、県内外への販路拡大を図る。 

 
・新たな加工品の開発支援（２，５００千円） 

          内容：発酵食品を中心とする加工品を開発する取り組みの一部を助成する。 
                 事業主体  農家、商工業者等で構成されるコンソーシアム 
                         事業費     ２，５００千円 
                         補助率     １／２以内 
 
        ・ブランド商品の販路開拓支援（３，３００千円） 
         内容：法人組織（インキュベーション組織）による、マルチチャンネルの情報発

信などでのブランド化や販路開拓について支援する。 
 
 
 （４）地産地消の推進 
 
 
  ① 農産物直売所の販売力の強化 
      ●「やまなし農業ルネサンス総合支援事業費」（農村振興課 ３２，０００千円）       

再掲 Ｐ２５ 
 
      ●「やまなし農産物地産地消推進事業費」（果樹食品流通課 １０，５４６千円） 
        内容：地元の農産物を地元で消費する地産地消を推進するための体制づくりを進める。  
 

・「地産地消推進大会の開催等」（３５６千円）  
                内容：県内における地産地消の優良事例の表彰や講演等を通じて、地産地消の一

層の普及・啓発を図る。 
 

・「農産物直売所の販売力強化支援」（２４７千円） 
                内容：県産農産物の消費拡大を図るため、直売所の関係者を対象に直売所の経営

改善に向けた講座を開設する。 
 
  ② 地元農産物への理解の促進と利用の拡大 
   ●「農業の日等啓発事業費」（農政総務課 ２，４１０千円） 
        内容：農業・農村の果たす役割について広く県民に理解を求めるとともに、県産農畜産物に

対する理解と消費拡大を推進するための経費に助成する。 
             事業主体   県農業まつり実行委員会 
                  補助率   定額 
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   ●「地域食品産業活性化総合推進事業費」（果樹食品流通課 ２６７千円） 
       内容：加工食品の高付加価値化を推進するとともに、地域食品産業の活性化を総合的に推進

する。 
 
      ●「やまなし農産物地産地消推進事業費」（果樹食品流通課 １０，５４６千円） 
                                       再掲 P２５ 
 

・「地産地消推進大会の開催等」（３５６千円） 再掲 P２５ 
 
   ●「学校給食用牛乳供給事業費」（畜産課 ４２１千円） 
        内容：酪農の健全な発展と児童生徒の体位、体力の向上に資するため、県内の小中学校等に

学校給食用牛乳の計画的かつ効率的な供給を推進する。 
 
      ●「やまなし新ブランド食肉普及拡大推進事業費」（畜産課 1，670千円） 再掲Ｐ２３ 
 
   ●「食品流通合理化対策事業費補助金」（果樹食品流通課 １０５，３００千円） 
 
    内容：甲府市地方卸売市場の機能強化を促進するため、甲府市が行う施設整備に対し助成す

る。 
        事業主体 甲府市 
        事業費  ３１５，９００千円 
        補助率  １／３以内 
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 ３ 次代につながる力強い産地づくり 
 
 
 （１）果樹産地の強化 
 
 
  ① 果樹生産基盤の再生 
      ●「果樹団地化促進支援事業費」（果樹食品流通課 ３６０千円） 
        内容：果樹産地における生産性の向上を図るため、ほ場の団地化に向けた地域の合意形成を

図る。   
 

●「畑地帯総合整備事業費」（耕地課 ２，０９３，９７５千円） 詳細 Ｐ２8 
 

●「果樹団地化促進支援事業費」（耕地課 ５０，０００千円）  詳細 Ｐ２８ 
 
 
  ② 果樹経営支援対策の推進 
      ●「果樹経営安定事業費」（果樹食品流通課 ３６１千円） 
        内容：果樹経営の安定を図るため、果実基金制度に関する協議を国、都道府県と行う。 
 
      ●「果樹農家規模拡大支援事業費」（果樹食品流通課 ２，２２２千円） 
        内容：意欲ある果樹農家の経営規模拡大を推進するため、樹園地等を借り受けて省力技術等

を導入する際の借地代や苗木の育成費等を支援する。 
 

・「果樹農家規模拡大支援事業費補助金」（１，０２２千円） 
                内容：省力化技術の導入により経営規模の拡大を図る果樹農家を支援する。 
             事業主体 果樹農家 

事業費  ２，０４４千円    
補助率  定額 

 
・新「果樹農家規模拡大加速化事業費補助金」（１，２００千円） 

         内容：農地中間管理機構を介した経営規模拡大を図る果樹農家を支援する。 
             事業主体 果樹農家 

事業費  ２，４００千円 
補助率  定額 

 
●「高品質果実生産推進事業費」（果樹食品流通課 ２８，９４３千円） 再掲P２3 

 
・臨「果樹施設化支援事業費補助金」（２４，０８７千円） 再掲P２３ 

 
      ●「組合等指導費」（農政総務課 １，７９８千円） 
    内容：農業共済制度の適正かつ円滑な事業運営を図るための審査会開催、各種調査の実施及

び農業共済団体に対する指導を行う。 
       
    ●「農業経営構造対策事業費」（農村振興課 6，369千円） 再掲 Ｐ１８ 
 
    ●「やまなし農業ルネサンス総合支援事業費」（農村振興課 ３２，０００千円） 
                                      再掲 Ｐ２５ 
 
 
 （２）ワイン産地の育成 
 
 
  ① 優良品種・系統の選抜 
   ●「ワイン産地確立推進事業費」（果樹食品流通課 ４，２８１千円） 
     内容：世界に発信するワイン産地山梨を確立するため、醸造用原料ぶどうの高品質化に取

り組む。 
 
        ・「優良系統選抜事業費」（３７５千円） 
         内容：本県の環境に適応する欧州系品種及び甲州種の優良系統・品種の選抜を行

う。 
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  ② 栽培技術の確立と指導体制の充実 
   ●「ワイン産地確立推進事業費」（果樹食品流通課 ４，２８１千円） 再掲Ｐ２７ 
 
        ・「栽培技術確立事業費」（３，９０６千円） 
         内容：欧州系品種及び甲州種の台木、仕立て法等、醸造用原料ぶどうの高品質化

に向けた栽培技術を確立する。 
 
 
  ③ 醸造用原料ぶどう栽培の拡大 
   ●「企業的農業経営推進支援モデル事業費」（農村振興課 ４０，０００千円） 再掲 Ｐ２０ 
 
   ●「醸造用ぶどう産地育成事業費」（果樹食品流通課 ２，０００千円） 

内容：醸造用ぶどう産地の育成に向け、長期契約に基づく醸造用ぶどうの安定供給・生   
産拡大を図る。 
 

        ・「醸造用甲州産地育成事業費補助金」（２，０００千円） 
内容：新たに開始する醸造用甲州ぶどうの栽培に対し助成する。 

事業主体  醸造用ぶどう安定取引推進会議 
事業費   ２，０００千円 
補助率   定額 

 
   ●「甲州ぶどう栽培クラブ支援事業費」（果樹食品流通課 ３，１００千円） 

内容：醸造用甲州種の確保とぶどう園の荒廃防止のため、多様な人材のもとで圃場を管理   
する新たな仕組み「甲州ぶどう栽培クラブ」をモデル的に構築する。 

 
        ・「甲州ぶどう栽培クラブ支援事業費補助金」（３，１００千円） 

内容：甲州ぶどう栽培クラブの活動に対し助成する。 
事業主体  甲州ぶどう栽培クラブ 
事業費   ３，１００千円 
補助率   定額 

 
● 「企業的農業展開支援対策費」（担い手対策室 ４５，３９１千円） 再掲 Ｐ１９ 

 
・ 「醸造用ぶどう生産企業定着支援事業費補助金」 

（１，１００千円）再掲 Ｐ２０ 
 
 
 （３）競争力のある産地づくりを目指した基盤整備の推進 
 
 
  ① 農業生産基盤の整備推進 

●「かんがい排水事業費」（耕地課 １３２，６００千円） 
内容：安定的な用水給水・排水の改良を行うため、農業用用水路や排水路を整備する。 

       実施地区数 県営事業  ２地区 
       負担区分    国（５０％） 県（２５％） 

 
●「畑地帯総合整備事業費」（耕地課 ２，０９３，９７５千円） 
内容：畑地帯の農業経営の合理化と省力化を図るため、用排水路・農道等を総合的に整備

する。 
       実施地区数 県営事業  １６地区 
       負担区分    国（５０％） 県（２５％） 

 
●「果樹団地化促進支援事業費」（耕地課 ５０，０００千円） 
内容：果樹園のほ場整備に伴い、新たな農家負担となる果樹の伐採や果樹棚の再設置など

の経費に助成する。 
       補助先     市町村、土地改良区等 

 
●「特産農産物生産支援整備事業費」（耕地課 ８０，０００千円） 
内容：地域の特色、歴史、ブランドを活かした地域特産物を、より高品質作物生産と生産

拡大を図り、併せて担い手への農地集積に資する生産基盤整備に支援。 
       事業主体  市町村、農協、土地改良区等 
             事業費   １６０，０００千円 
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             補助率   １／２以内 
●「広域営農団地農道整備事業費」（耕地課 ２４３，１００千円） 
内容：広域営農団地の育成対策の一環として、農業生産の近代化と流通の合理化を図リ、

併せて農村環境の改善に資するため、基幹的な農道を整備する。 
       実施地区数 県営事業 ２地区 
       負担区分    国（５５％） 県（３５．０％） 

 
●「基幹農道整備事業費」（耕地課 ４４，２００千円） 
内容：農業生産の近代化、流通の合理化を図るとともに、農村環境の改善に資するための

農道を整備する。 
       実施地区数 県営事業 ２地区 
       負担区分    国（５０％） 県（３３．４％） 

 
●「経営体育成基盤整備事業費」（耕地課 ８８，４００千円） 
内容：将来の農業生産を担う効率的かつ安定的な経営体の育成に向け、必要となる生産基

盤及び生活環境の整備を一体的に実施する。 
       実施地区数 県営事業  １地区 
       負担区分    国（５０％） 県（２７．５％） 

 
●「農村地域活性化農道整備事業費」（耕地課 ２６８，００７千円） 
内容：農村地域において、緊急に対応しなければならない課題に応えて早急に行う必要が

ある農道整備を推進し一体的に実施する。 
       実施地区数 県営事業 ３地区 
       負担区分    県（７０％） 

 
 
 （４）特色ある産地づくりの推進 
 
 
  ① 水稲 
   ●「稲作等経営強化対策事業費」（花き農水産課 ５０，４５０千円） 
    内容：水田・畑作農家の経営強化を図り、生産性の高い効率的かつ安定的な産地づくりを

推進する。 
 
                ・「経営所得安定対策推進事業費補助金」（４８，０００千円） 
             内容：経営所得安定対策の円滑な導入を図るため、農業者への制度周知、シス            

テム修正、作付面積の確認等に係る経費に助成する。 
             事業主体  県水田畑作農業再生協議会、市町村 
                     補助率     定額 
 
   ●「新たな水田農業確立推進事業費」（花き農水産課 ６５，８２３千円） 
    内容：米の需要調整のため、農業者団体が行う水田情報の収集・整備等の取り組みを支援

するとともに、各産地が実施する転作作物、加工用米等の栽培等の取り組みに対し
支援する。 

 
 
        ・「水田情報活用地域支援事業費補助金」（４，７５０千円） 
             内容：米の需給調整を推進するための経費に助成する。 
             事業主体  県農業協同組合中央会 
                     補助率     定額 
           ・「活力ある水田農業支援事業費補助金」（５８，０００千円） 
             内容：生産調整の推進と水田の有効活用を図るため、生産性の高い水田営農の確

立に必要な条件整備のための経費に助成する。 
                     事業主体   市町村、農協、営農集団等 
                     補助率     １／２以内、４／１０以内 
 
      ●「農業経営構造対策事業費」（農村振興課 6，369千円） 再掲 Ｐ１８ 
 
   ●「農業近代化資金対策費」（農業技術課  ９，６２０千円） 再掲 Ｐ１９ 
 
      ●「やまなし農業ルネサンス総合支援事業費」（農村振興課 ３２，０００千円） 

再掲 Ｐ２５ 
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  ② 野菜 
   ●「野菜生産出荷安定対策費」（果樹食品流通課 ０千円） 
    内容：指定野菜等の販売価格が著しく低落した場合、生産者に価格差補給金を交付するた 
       めの資金造成に要する経費に助成する。 
 
                ・「野菜生産出荷安定資金造成事業費補助金」 
                         事業主体  （社）県青果物経営安定基金協会                                  
                       補助率    国３／５ 県、生産者１／５ 
 
                ・「野菜価格安定事業費補助金」 
                         事業主体  （社）県青果物経営安定基金協会 
                       補助率    特定野菜 国・県・生産者１／３  
                   一般野菜 県２／３、生産者１／３ 
 
      ●「野菜指定産地等振興費」（果樹食品流通課 ９４２千円） 
        内容：野菜等青果物の安定的な流通を図るため、出荷規格の制定等を行う。                                  
 
        ・「青果物標準出荷規格協議会開催費」（９４２千円） 
         内容：出荷規格の改訂、関係機関への出荷規格の遵守の徹底。  
 
     ●「農業経営構造対策事業費」（農村振興課 ６，３６９千円） 再掲 Ｐ１８ 
 
   ●「農業近代化資金対策費」（農業技術課  ９，６２０千円） 再掲 Ｐ1９ 
 
      ●「やまなし農業ルネサンス総合支援事業費」（農村振興課 ３２，０００千円）再掲 Ｐ２５ 
 
 
  ③ 花き 
      ●「やまなしの花総合振興対策費」（花き農水産課 ３，４０４千円） 
    内容：花きの生産振興を図るため、地域の特色を生かした産地育成と、消費拡大のための県

産花きのPR等を実施する。 
 

・「やまなしの花産地活性化振興事業費」（９４２千円） 
             内容：販路開拓等の取組により県産花きの販売強化を図る。 
 
   ●「フラワーセンター管理費」（花き農水産課 ２，０００千円） 
    内容：花と親しむ場を提供するﾌﾗﾜｰｾﾝﾀｰの機能を維持するため、施設の修繕等を行う。 
      

 ●「花き振興促進事業費」（花き農水産課 ７，３５４千円） 
    内容：本県花きの生産振興を図るため、研修会の開催、新品種・新技術の実証展示を行うと

ともに、生産者への優良種苗の供給を行う。 
 
      ●「農業経営構造対策事業費」（農村振興課 6，369千円）  再掲 Ｐ１８ 
 
      ●「農業近代化資金対策費」（農業技術課  ９，６２０千円） 再掲 Ｐ1９ 
 
      ●「やまなし農業ルネサンス総合支援事業費」（農村振興課 ３２，０００千円） 
                                      再掲 Ｐ２５ 
 
 
  ④ 畜産 
   ●「畜産総合対策推進指導事業費」（畜産課 2，６１３千円） 
    内容：県及び市町村段階における畜産関係事業の円滑な実施を図るため、総合的な推進・       

指導を実施する。また、家畜個体識別システムの普及定着、家畜個体識別情報の活       
用促進を図る。 

 
      ●「自給飼料増産促進事業費」（畜産課 ５７９千円） 
 
            ・「飼料自給率向上対策推進事業費」（７９千円） 
         内容：技術研修会、各種調査等を行い、飼料増産協議会を中心とした飼料増産運

動を展開する。 
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・新「耕作放棄地対策放牧推進事業費補助金」（５００千円） 

                  内容：レンタル牛の安定した供給及び、高齢化が進み狭隘な耕作放棄地に対する
山羊を活用した放牧への実証展示を推進する。 

              事業主体 （公社）キープ協会 
              補助率   １／２ 
 
                 

●「乳用牛改良推進事業費」（畜産課 １８，６８４千円） 
    内容：乳用牛の改良増殖を推進し、農家の乳用雌牛の能力向上を図る。 
 
               ・「優良乳用供卵牛選抜事業費」（１７，３５２千円） 
                  内容：アメリカから導入したスーパーカウの娘牛などの高能力牛を酪農試験場に

お い て 増 殖 の う え 、 泌 乳 能 力 検 定 等 を 実 施 し 、 優 秀 な 供            
卵牛を確保する。 

 
               ・「乳用牛群検定普及推進事業費補助金」（１，０２８千円） 
                  内容：乳用牛群の乳量、乳質等の総合的な能力検定を実施するとともに、同検定

により得られた情報をもとに農家指導を行い、牛群の改良と飼養管理の効
率化を図る。 

                          補助先   県乳用牛検定組合 
 
   ●「肉用牛改良推進事業費」（畜産課 １，０７２千円） 
        内容：育種価の計算分析による肉用牛の効率的な改良を進めるとともに、県内産高品質和牛

の増頭を図る。 
 
               ・「高品質和牛倍増プラン推進事業費」（１，０７２千円） 

内容：育種価を基に、高能力牛の計画的利用等を促進し、生産子牛の高品質化に
よる繁殖経営の安定化と優良肥育もと牛の県内確保を推進する。 
 

● 「受精卵供給促進事業費」（畜産課 ８，３４４千円） 
        内容：乳肉用牛の良質な受精卵の生産とその安定的な供給体制を整備するとともに、受精卵

移植技術の普及を図る。 
 
 
    ●「豚の改良増殖費」（畜産課 １２，８７９千円） 
        内容：豚の品種の維持と増殖、今までの「系統豚フジザクラ（ランドレース種）」の開放型

育種を行う。 
 
        ・「品種維持・増殖経費」（２，９６３千円） 
         内容：雄系としての利用を図るための大ヨークシャー種、デュロック種の維持と

増殖を行い、農家への種豚及び精液を売却する。 
 
         ・「フジザクラ開放型育種改良事業費」（９，７６０千円） 
         内容：系統豚「フジザクラ」に血縁の離れた優秀なランドレース種を交配し、雌

系種豚としての能力を高める改良を行い、優良なランドレース種を農家に
売却する。 

 
      ●「新銘柄豚生産拡大促進事業費」（畜産課 ３０，９１５千円）  
        内容：昨年度に造成された新系統豚（合成豚）の維持を行うとともに、種豚として農家に売

却する。また、新県産銘柄肉豚生産に相応しい種豚の組み合わせ検定を行う。 
 
   ●「鶏の改良増殖費」（畜産課 １２，０７８千円） 
    内容：県が開発した「甲州頬落鶏」のヒナの生産と売却を的確に行うために、当該種鶏の導

入、育成及び維持を図る。また、甲州地どりの雄系として利用する「シャモ」の系統
能力の維持を図りながら増殖を行うとともに、農家へ売却する。 

 
      ●「県立牧場管理費」（畜産課 ２２２，１５８千円） 
        内容：農家の乳用牛、肉用牛の周年預託管理並びに県有牛の優良子牛を肉用牛農家に供給       

するとともに、牧場及び周辺地域の家畜ふん尿の堆肥化処理を行う。 
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・「県立牧場管理業務委託料」（１９９，１４０千円） 

                  内容：農家の乳用牛、肉用牛の周年預託管理等を行う県立八ヶ岳牧場の運営・管
理を指定管理者に委託する。 

             委託先   （公財）県子牛育成協会 
 
     ●「肉用子牛価格安定対策事業費」（畜産課 ５７１千円） 
        内容：牛肉の輸入自由化による影響が最終的に転嫁される肉用子牛段階で、その再生産に       

必要な価格水準を基準として価格差を補填し、肉用牛経営の安定的発展を図る。 
 
      ●「畜産経営体質強化事業費」（畜産課 ３７６千円） 
        内容：畜産経営の改善及び安定化を図るため、長期低利資金の融通が円滑に行われるよう利

子補給をするとともに経営体制の整備を行う。 
 
        ・県畜産経営指導協議会による巡回指導等 
               ・「大家畜特別支援資金利子補給補助金」（４千円） 
          内容：大家畜経営者の既借入金の軽減のため、大家畜特別支援資金を活用した場

合、利子の一部を助成する。 
             補助先 県信用農業協同組合連合会 
 
      ●「農業近代化資金対策費」（農業技術課 ９，６２０千円）再掲 Ｐ1９ 
 
      ●「飼料関係対策事業費」（畜産課 ５，１２９千円）  
        内容：自給飼料の生産技術開発、普及を行うとともに、飼料の安全性の確保及び適正な使       

用を推進する。 
 
      ●「畜産環境総合対策事業費」（畜産課 ６８２千円） 詳細 Ｐ３６ 
 
   ●「やまなしエコフィード利用促進事業費」（畜産課 ４４９千円）詳細 Ｐ３６ 
 
 
  ⑤ 水産 
    ●「内水面漁場管理委員会費」（花き農水産課 ９７２千円） 
    内容：内水面漁場管理委員会を開催し、内水面に係る事項の調整等を行う。 
  
   ●「漁業調整指導費」（花き農水産課 ８，０６１千円） 
    内容：漁業協同組合の事業の健全な運営のため、指導、検査を実施する。また、良好な漁

場を確保するため、カワウ等による漁業被害への対策を推進する。 
 
        ・「カワウ食害防止総合対策事業費」（４，９４０千円） 
         内容：カワウによる放流稚魚等の食害の軽減を図るため、飛来・生息状況の調査、

食害防止措置や一定数の駆除を行うための経費に助成する。 
             事業主体  県、県漁業協同組合連合会 
             補助率   １／２以内 
 
        ・「密放流防止啓発事業費」（１２５千円） 
         内容：魚食性が強い外来魚であるバス類による有用魚類の食害を防ぐため密放流

防止の啓発等を行う。 
 
 

●「内水面利用啓発事業費」（花き農水産課 ３５０千円） 
 内容：内水面の環境保全と適正な利用に関する知識等の啓発普及を図る。 

 
           ・「内水面利用啓発事業費補助金」（３５０千円） 
         内容：県内漁場の利用者に対し水産物資源の保全、適正な利用、環境保全等に関

する普及啓発を図る。                      
                   補助先  県漁業協同組合連合会 
             事業費   １，４８０千円 
             補助率   １／４以内（全国内水面漁業協同組合連合会から１／２） 
 
      ●「富士湧水の里水族館管理費」（花き農水産課 ４５，８８７千円） 
             ・「富士湧水の里水族館管理委託料」（２９，８２４千円） 
         内容：県民に魚とのふれあいの場を提供する富士湧水の里水族館の指定管理者に

管理運営を委託する。 
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                          委託先   株式会社桔梗屋 
●新「クニマス展示施設整備事業費」（花き農水産課 ２，５００千円）  

    内容：クニマスの保全による地域振興を図るため、クニマスの展示施設を整備する。 
              事業主体  県 
 
  ⑥ 地域特産物 

●「地域特産畑作生産振興事業費」（花き農水産課 １，２７２千円） 
 内容：特産農作物の栽培技術の改善や品質向上等を推進し、生産振興を図る。 

 
        ・「茶産地育成推進事業費補助金」（５００千円） 
              内容：県産茶の品質向上や販路拡大を図るための活動に支援する。 
             事業主体  県茶振興協議会 
             事業費   １，００８千円 
             補助率   １／２以内                                
 
      ●「農業経営構造対策事業費」（農村振興課 6，369千円） 再掲 Ｐ１８ 
 
      ●「農業近代化資金対策費」（農業技術課 ９，６２０千円） 再掲 Ｐ１９ 
 
   ●「やまなし農業ルネサンス総合支援事業費」（農村振興課 ３２，０００千円） 
                                      再掲 Ｐ２５ 
 
 
 （５）産地の競争力強化に向けた技術の開発と普及 
 
 
  ① 高品質・安定生産技術等の確立 
   ○「水産技術センター費」（花き農水産課 ７５，６５６千円） 
    内容：内水面漁業の振興を図るため、淡水魚養殖効率の向上、新養殖魚種の開発研究、安       

全・安心な養殖技術の確立に取り組む。また、河川湖沼における資源管理技術の開       
発、漁場環境の実態把握、外来魚やカワウによる漁業被害の軽減に取り組む。 

        ・魚病の診断治療研究（S47～） 
         ・バイテク魚の特性に関する研究（H５～） 
         ・漁場有効利用調査（H12～） 
         ・主要河川における生息魚類調査（S63～) 
 
   ●「試験研究調整事業費」（農業技術課 ６，３６２千円） 
    内容：知的所有権、種苗登録の管理業務及び外部評価委員会の設置と運営を行う。 
 
      ●「客員研究員設置費」（農業技術課 ２，１４９千円） 
       内容：総合農業技術センター、果樹試験場、畜産試験場に３人の客員研究員を設置する。 
 
   ●「専門技術調査活動費」（農業技術課 １，９３１千円） 
     内容：試験研究成果や研究事例を踏まえた先端技術の調査研究に取り組む。 
 
   ○「総合農業技術センター費」（農業技術課 １４１，４５３千円） 
    内容：水稲、野菜、花きなどを対象に優良品種の選定、栽培技術の改善による多収・高品       

質化技術及び省力・低コスト化技術、効果的な土壌管理や病害虫管理による最適な       
環境管理技術の確立、新品種の育成及び栽培技術の確立に取り組む。 
・高冷地における冬季のアスパラガス伏せ込み栽培技術の確立（H２６～２８） 
・富士北麓地域における夏秋どりスイートコーンの倒伏軽減技術の確立 
                            （H２６～２８） 
・早出しスイートコーンの低温障害を低減するための栽培管理技術の確立 

（H２５～２７） 
・ヤマトイモの効率的種いも生産技術の確立（H２５～２７） 

        ・水稲における高温登熟障害軽減化技術の確立（H２４～２６）  等 
        
   

 ○「果樹試験場費」（農業技術課 ７９，５８７千円） 
    内容：果樹を対象に、消費者ニーズに合った優良品種の育成と選抜、省力・低コスト・高       

品質安定生産技術の開発、環境にやさしい生産技術の開発に取り組む。 
        ・県育成オリジナル品種の栽培技術の確立（H２６～２８） 
        ・作柄データベースを構築するための調査・分析方法の策定（H２６～２８） 

・環境変動に対応したブドウの着色向上技術の開発（H２５～２７） 
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・スモモの結実安定技術の確立（H２５～２７）  等 
   ○「畜産試験場費」（農業技術課 ５６，３３９千円） 
    内容：豚、鶏を対象に、経営形態や就業構造の変化に配慮しながらの低コスト・       

高品質畜産物の生産、及び技術の高位・平準化を図りつつ、消費者ニーズに立脚し       
た持続的で安定的かつ生産性の高い生産技術の開発に取り組む。 

        ・自給飼料多給による高付加価値鶏卵生産技術の開発（H２２～２６） 
        ・豚ふん尿由来の環境負荷低減技術の開発（H２５～２８） 等 
 
   ○「酪農試験場費」（農業技術課 ７３，０４２千円） 
    内容：大家畜（牛）を対象に、飼養管理技術の高度化、牧草の新品種育成や栽培・調整技術

の改善、放牧の活用による自給飼料の増産、地域未利用資源の有効活用、地域社会と
調和した生産性の高いゆとりのある経営の育成等のための技術開発を主要目標に掲
げ、土－草－牛の資源循環に基づく生産の効率化を中心に土地利用システムの研究を
行う。 

        ・牛受精卵の生産効率の改善と低品質卵の活用技術の確立（H２４～２６） 
       ・ペレニアルライグラス新品種の栽培利用技術の確立（H２６～２８）                                   

等 
    
    ●「やまなし農業ルネサンス総合支援事業費」（農村振興課 ３２，０００千円） 
                                      再掲 Ｐ２5 
 
 
  ② 産学官の連携による技術開発の推進 

○「総合農業技術センター費」（農業技術課 １４１，４５３千円） 再掲 P３3 
 
○「果樹試験場費」（農業技術課 ７９，５８７千円） 再掲 P３3 
 
○「畜産試験場費」（農業技術課 ５６，３３９千円） 再掲 P３４ 
 
○「酪農試験場費」（農業技術課 ７３，０４２千円） 再掲 P３４ 
内容：試験研究設計のなかで、必要な協力体制を組み試験研究を行なう。 

 
 
  ③ 研究成果等の迅速な普及 
      ●「普及情報システム体制整備費」（農業技術課 ４，１５９千円） 
       内容：中核的農家や生産組織からの高度な技術要請に応えることができる普及活動を展開       

するため、農業情報の提供システムや高度現地指導体制の整備を図る。 
 

      ●「専門技術調査活動費」（農業技術課 １，９３１千円） 再掲 Ｐ３３ 
 
      ●「地域適応型新技術等実証事業費」（農業技術課 １，７６０千円） 
       内容：地域の特性を活かした新技術等の導入を効率的に進めるため、実証展示等を行う。 
 
      ●「農村青少年組織育成事業費」（担い手対策室 ３１３千円） 
    内容：農業士認定委員会の開催、全国の農業士の実態調査、農業青年研修生に対し高度な技

術能力、経営管理能力等、総合的な能力を育成するため集合・専門・グループ研修を
行う。 

 
   ●「農業生産工程管理（ＧＡＰ）手法推進事業費」（農業技術課 ２，０２６千円） 
                                                                            詳細 Ｐ３６ 
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 ４ 消費者から信頼される安全で優れたものづくり 
 
 
 （１）環境にやさしい生産方式への転換 
 

 
  ① 化学肥料、化学合成農薬を低減する栽培の推進 
      ●「環境保全型農業推進事業費」（農業技術課 ２，５７３千円） 
       内容：農業の持つ自然循環機能を活かし、生産性との調和に留意しつつ、土づくり、化学       

肥料・化学合成農薬の低減を通じて、化学合成資材による環境負荷の軽減に配慮し       
た持続可能な農業の確立、定着を図る。 

 
      ●「環境保全型農業産地化支援事業費」（農業技術課 ５，１３５千円） 
        内容：環境保全型農業の推進目標である「２０１６年を目途に化学肥料等の５０％削減」       

を達成するため、低減栽培を実施する農家の取り組みに対し支援を行なう。 
 
                ・「環境保全型農業直接支払補助金」（４，９２２千円） 
              内容：地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動を普及・拡大す            

るため、戸別農家での取り組みに対して、掛かり増し経費への助成を行            
う。また、市町村の事業推進に対し助成を行なう。 

             実施主体  支援対象活動を行う農業者 
             県負担分（支援単価の１/４）  ４，２３６千円 
 
      ●「やまなし農業ルネサンス総合支援事業費」（農村振興課 ３２，０００千円） 
                                   再掲 Ｐ２５ 
 

●「専門技術調査活動費」（農業技術課 １，９３１千円） 再掲 Ｐ３３ 
 
      ○「総合農業技術センター費」（農業技術課 １４１，４５３千円） 再掲 Ｐ３３ 
 
      ○「果樹試験場費」（農業技術課 ７９，５８７千円） 再掲 Ｐ３３ 
 
      ○「畜産試験場費」（農業技術課 ５６，３３９千円） 再掲 Ｐ３４ 
 
      ○「酪農試験場費」（農業技術課 ７３，０４２千円） 再掲 Ｐ３４ 
 
  ② 有機の郷づくりの推進 
   ●新「やまなし有機の郷づくり推進事業費」（農業技術課 ６，５３４千円） 
       内容：県有機農業推進計画に基づき、県有機農業推進協議会を設置し、有機農業を目指す農

業者が容易に有機農業に取り組めるよう、全国の有機農業者を募り、県内消費者にも
広く呼びかけを行なう大会を開催するとともに、技術の実証や有機農業等により生産
された農産物の流通・販路拡大、消費者への啓発を推進する。 

 
        ・「やまなし有機農業推進事業費」（４４０千円） 
              内容：県有機農業推進協議会を設置するとともに、有機農業技術の試験成果を地

域のほ場において実証する。 
 

・「有機農業の推進について語る会開催事業費」（２，４３４千円） 
内容：有機農業者等を募り、県内消費者にも広く呼びかけを行なう中で、講演会

や事例発表、有機農産関連物産紹介や消費者アンケート等を行ない、有機
農業に関する情報交換や、有機農業に係る課題の解決方策を検討する。 

 
        ・「やまなし有機の郷販路拡大支援事業費補助金」（１，２００千円） 
              内容：農業者間の連携、異業種との協働などを通じた販売体制の整備や販売先の

獲得など、有機農業者等が行なう販路拡大等の取り組みに対し助成する。 
実施集団：３集団 
事 業 費：２，４００千円 
補 助 率：１／２以内 

 
        ・「やまなし有機の郷フェア開催事業費」（２，４６０千円） 

内容：県内及び首都圏の量販店にモデル的に有機農産物を取り扱う販売コーナー
を設置し、県内有機農産物の取扱い店舗数の拡大と有機農産物の購買意向
調査を行なう。 
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●新「やまなし有機の郷づくり実践モデル事業費」（農業技術課 ３１，４９８千円） 
再掲Ｐ１８ 

       内容：有機農業の実践モデル事業として、有機農業における課題として担い手育成、販路拡
大のための課題を解決するため実践モデル事業により取り組む。 

 
        ・臨「有機農産物の共同出荷シミュレーション調査事業費」（６，７００千円） 
              内容：有機農業の新たな物流体制と販路開拓（量販店出荷）の実現性について調

査・実証を行うため、試験出荷を行う中で、共同出荷の可能性を検証する。 
 

○「総合農業技術センター費」（農業技術課 １４１，４５３千円） 再掲 Ｐ３３ 
 
 
 ③ 有機性資源の利活用の推進 
      ●「畜産環境総合対策事業費」（畜産課 ６８２千円） 
       内容：家畜排せつ物による環境汚染を防止するとともに、耕種農家の家畜ふんたい肥の利用

を促進、巡回指導を徹底するとともに、良質たい肥生産のための指導を行う。 
 
   ●「やまなしエコフィード利用促進事業費」（畜産課 ４４９千円） 
       内容：畜産農家の経営安定と循環型社会の構築を図るため、食品残さを飼料として有効利用

する取組（エコフィード）を促進する。 
 
      ●「農業経営構造対策事業費」（農村振興課 6，369千円） 再掲 Ｐ１８ 
       
      ●「やまなし農業ルネサンス総合支援事業費」（農村振興課 ３２，０００千円） 
                                       再掲 Ｐ２５ 

 
●「専門技術調査活動費」（農業技術課 １，９３１千円） 再掲 Ｐ３３ 
 
 

 （２）安全・安心な農産物の生産・供給 
 
 
  ① ＧＡＰ等の導入推進 
      ●「家畜衛生技術指導事業費」（畜産課 ２，８１０千円） 
    内容：畜産農家の経営改善と安定を図るため、畜産農家、市町村、農協職員及び診療獣医       

師を対象として、地域の家畜衛生技術の中核である家畜保健衛生所が中心となり、       
次の事業を行う。 

                ・監視、危機管理体制の整備 
                ・生産性向上対策 
                ・畜産物の安全性の確保 
 
   ●「農業生産工程管理（ＧＡＰ）手法推進事業費」（農業技術課 ２，０２６千円） 
       内容：農産物の安全性確保などを推進するため、農業団体や農業法人との連携により、モデ

ル産地での農業生産工程管理手法（ＧＡＰ）手法の取り組みを支援し、現地への手法
導入の拡大を図る。 
また、ＧＡＰ手法導入産地リーダーの育成を図るため、各ＪＡ担当者等を対象に研修
会等を開催する。 

        事業主体  ＪＡ生産者部会、農業法人等 ６地区 
                事業費      ３，０００千円 
                補助率      １／２以内 
 
 
  ② 安全・安心に関する情報提供 
   ●「食肉等流通合理化推進事業費」（畜産課 ２，６８４千円） 
    内容：生産者や流通業者に食肉及び鶏卵の生産・出荷に関する情報を提供し、流通の合理化

等を推進する。また、ＢＳＥの発生に伴い、消費者が牛肉に安心感を持ちにくくなっ
ているため、消費者が安心して県産・国産牛肉を購入・消費できる体制づくりを行う。 
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  ③ 適正な食品表示の徹底 
   ●「卸売市場流通対策費」（果樹食品流通課 ３９９千円） 
       内容：県内の卸売市場関係者を対象としたセミナーの開催等により、健全な市場運営や流通

の安定化を図る。 
        ・卸売市場審議会の開催 
        ・県内卸売市場青果物流通調査 
        ・生鮮食料品卸売業経営体質強化セミナーの開催 
 
   ●「食品流通合理化対策事業費補助金」（果樹食品流通課 １０５，３００千円）再掲 Ｐ２６ 
 
   ●「地域食品産業活性化総合推進事業費」（果樹食品流通課 ２６７千円） 再掲 Ｐ２６ 
 
      ●「食品表示確認のための収去物品買上費」（企画県民部 消費生活安全課 ４５２千円） 
        内容：県内で製造された食品について、表示との整合性を化学的な分析により確認を行う。 
 
 
  ④ 家畜等の疾病対策と防疫体制の強化 
      ●「家畜衛生技術指導事業費」（畜産課 ２，８１０千円） 再掲 Ｐ３６ 
 
      ●「家畜病性鑑定事業費」（畜産課 ２７，７８４千円） 
        内容：疾病による損耗を防止するため、病理、細菌、ウイルス、生化学検査による不明疾病

の解明及び早期診断を行う。また、ＢＳＥの原因究明のための死亡牛検査、高病原性
鳥インフルエンザ発生予防のためのモニタリング検査を行う。 

 
 
      ●「家畜伝染病予防費」（畜産課 ９，８８１千円） 
    内容：家畜伝染病の予防、蔓延防止のため、家畜伝染病予防法に基づく検査を行う。 
 
   ●「自衛防疫強化総合対策事業費」（畜産課 ２，４９８千円） 
        内容：家畜伝染病に対する畜産農家の組織的な自主防衛と、安全で高品質な畜産物の生産を

推進する。 
・「自衛防疫強化総合対策費補助金」（１，５８５千円） 

         内容：伝染病の発生予防のため、農家自らが取り組むワクチン接種等に対し助成
する。 

             事業主体    （公社）県畜産協会 
                       事業費       ６，１６１千円 
                       補助率       １／３以内、定額 
 

 
⑤ 農薬等の適正使用の推進 

      ●「病害虫発生予察事業費」（農業技術課 １，８９６千円） 
        内容：病害虫による被害を最小限度に抑えるため、病害虫の発生時期、量、被害程度等を調

査するとともに、発生予察情報を提供する。 
 
      ●「病害虫総合制御技術推進特別対策事業費」（農業技術課 １，４０１千円） 
        内容：環境に配慮した総合的病害虫防除体系を確立するため、化学合成農薬の効率的な利用

方法や、様々な防除を組み合わせた防除技術などを検討する。 
 
      ●「病害虫防除所費」（農業技術課 ５，３１７千円） 
    内容：病害虫防除所の管理運営 

 
・臨「旧病害虫防除所（住吉合庁）土壌調査事業費」（2，793千円） 
内容：病害虫防除所が平成17年度まで配置されていた住吉合同庁舎が、跡地の

利活用のために平成26年度に解体されるのに伴い、土壌汚染対策法に基
づく土壌調査を実施する。 

 
      ●「防疫推進事業費」（農業技術課 ２，６３２千円） 
        内容：安全・安心な農産物を供給するため、農薬の安全かつ適正な使用・販売を推進する       

とともに、病害虫調査、防除指導の推進体制の整備等を図る。 
 
      ●「農薬飛散防止対策等事業費」（農業技術課 １０，５６１千円） 
    内容：県産農産物の安全・安心を確保するため、改正食品衛生法により導入された残留農薬

等の制度（ポジティブリスト制度）や山梨県食の安全・安心推進条例の施行に伴う指
導・対策の強化を図る。 
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        ・「安全・安心ブランド農産物推進事業費」（農業技術課 ９，４１１千円） 
         内容：県産農産物の安全・安心を確保するため、農協等が実施する農薬適正使用

の啓発活動や技術の普及、出荷前の農作物に対しての残留農薬分析に係る
経費に助成するとともに、県は防除の安定と農産物の安全性を両立する農
薬適正使用技術の提供に取り組む。 

                          事業主体  県、ＪＡ山梨中央会、全農やまなし、農協、生産者団体 
             事業費     １９，２２４千円 
             補助率     １／２以内（県事業以外） 
 
        ・「マイナー作物等農薬登録促進事業費」（農業技術課 １，１５０千円） 
         内容：安心して生産に取り組める環境を整備するため、県内マイナー作物の病害

虫防除に必要な薬剤の調査・選定を行うとともに、必要なデータ整備を図
る。 

 
●「飼料関係対策事業費」（畜産課 ５，１２９千円） 再掲 Ｐ３２ 

 
○「水産技術センター費」（花き農水産課 ７５，６５６千円） 再掲 Ｐ３３ 

 
 
 （３）食育の推進 
 
 

①  学校・保育所等での食育の推進 
 
 
  ② 食育推進体制の整備と県民運動の展開 
      ●「食育推進ボランティア研修費」（企画県民部 消費生活安全課 ５２千円）  
        内容：地域において、県民の食生活に密着した活動を行っている食育ボランティアの増加と

資質向上を図るため、研修会の開催等を実施する。 
 
                                            
      ●「食育推進シンポジウム開催費」（企画県民部 消費生活安全課  ４６１千円）  
        内容：食育に対する県民意識高揚と関係者の連携を促進し、県民運動としての食育を効果的

に推進していくため、消費者、生産者、食品関連業者、教育関係者等を対象としたシ
ンポジウムを開催する。 

 
      ●「食育推進協議会開催費」（企画県民部 消費生活安全課  ２５千円） 
        内容：県内の食育関係団体の相互の連携・協力を促進し、食育を県民運動として推進して       

いくため、総会、幹事会を開催する。 
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 ５ 自然と調和した美しい里づくり 
 
 
 （１）美しい農村景観保全の推進 
 
 
  ① 農地や農業用水等の維持保全 
   ●新「農地維持・資源向上活動支援事業費」（農村振興課 ７６，２５０千円） 
    内容：農業の多面的機能の維持・発揮のため、農地法面の草刈り・水路の泥上げ等の多面的

機能を支える共同活動(農地維持支払)と、地域資源(農地、水路、農道等)の質的向上を
図る共同活動(資源向上支払)を支援する。 

             事業主体  地域協議会 
             交付単価（農地維持支払交付金） 
              田   ３，０００円／10a（国１／２、県１／４、市町村１／４） 
              畑   ２，０００円／10a（国１／２、県１／４、市町村１／４） 
              草地    ２５０円／10a（国１／２、県１／４、市町村１／４） 
 
             交付単価（資源向上支払交付金：地域資源の質的向上を図る共同活動） 
              田   ２，４００円／10a（国１／２、県１／４、市町村１／４） 
              畑   １，４４０円／10a（国１／２、県１／４、市町村１／４） 
              草地    ２４０円／10a（国１／２、県１／４、市町村１／４） 
 
             交付単価（資源向上支払交付金：施設の長寿命化のための活動） 
              田   ４，４００円／10a（国１／２、県１／４、市町村１／４） 
              畑   ２，０００円／10a（国１／２、県１／４、市町村１／４） 
              草地    ４００円／10a（国１／２、県１／４、市町村１／４） 
 

●「かんがい排水事業費」（耕地課 １３２，６００千円） 再掲 Ｐ２７ 
 
 
  ② 環境との調和に配慮した基盤整備 
   ●「廃プラ処理対策費」（果樹食品流通課 １，５６８千円） 
    内容：農業用廃プラスチックを適正に処理し、環境公害を未然に防止するとともに、施設園

芸の振興を図る。 
 

・「農業用廃プラスチック処理対策費負担金」（１，５６８千円） 
 

●「地域用水環境整備事業費」（耕地課 ６０，７７５千円） 
    内容：農業用施設の保全管理又は整備と一体的に、農業水利施設の有する水辺空間を活用し、

豊かで潤いのある快適な生活環境を創造する。 
             実施地区数 県営事業  ３地区 
             負担区分    国（５０％） 県（２５％） 
 
 
  ③ 農業・農村における再生可能エネルギーの活用推進 

 ●「農村地域新エネルギー利活用推進事業費」（耕地課 ６６，３００千円） 
    内容：農村地域への太陽光発電や小水力発電等の導入を促進するため、農業用施設への設置

可能調査やモデル施設を整備する。 
             実施地区数 県営事業  ２地区 
                      負担区分    国（５０％） 県（２５．０％） 
 
 
 （２）中山間地域の活性化の推進 
 
 
  ① 集落機能の強化による多面的機能の確保 
      ●「中山間地域等直接支払事業費」（農村振興課 ４１７，８４４千円） 
              内容：中山間地域等における耕作放棄地の発生を防止し、多面的機能を確保するた          

め、協定に基づく農業生産活動等を行う農業者等に対して、直接支払いする          
ための経費を助成する。 
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        ・「中山間地域等直接支払交付金」（４１２，０００千円） 
             事業主体  市町村（２３市町村） 
                        事業費     ５５０，０００千円 
             補助率      国 １／２～１／３   県１／４～１／３ 

      市町村   １／４～１／３ 
 

      ●「中山間ふるさと・水と土保全対策事業費」 
（全体 １４，４２７千円 〔内耕地課 ７，８８０千円〕） 

        内容：中山間地域における土地改良施設及び、これと一体的に保全することが必要であると              
認められる農地の機能を良好に発揮させるための地域的な共同活動、並びに棚田地域       
等における土地改良施設及び農地の保全活動等を支援する。 

                       積立基金  １，１１５，９６９千円 
                       基金果実       １４，４２７千円 
                  活動内容 地域支援活動、地域リーダーの育成、保全活動ネットワーク推進、研

究活動、広報活動等 
                ①ふるさと・水と土保全基金 
                  対象地域 山振、過疎、特農指定市町村及びこれと一体的に活動を行う地域 
                ②棚田地域水と土保全基金 
                  対象地域 １／２０以上の傾斜地が全農用地の１／２以上を占める地域 
 
 
  ② 農村の生活環境の整備 
   ●「中山間地域総合整備事業費」（耕地課 １，７８８，８８７千円） 
        内容：中山間地域の農業・農村の活性化を図るため、生産基盤、生活環境基盤を総合的に       

整備する。 
                      実施地区数  県営事業 １４地区 
                      負担区分    国（５５％） 県（３０％） 
 
      ●「県営ため池等整備事業費」（耕地課 ５３５，３５０千円） 
        内容：農地及び農業用施設等の災害を防止するため、ため池等を整備する。 
                      実施地区数 県営事業  １０地区 
                      負担区分    国（５０～５５％） 県（２５～３７％） 
 
      ●「農村災害対策整備事業費」（耕地課 １８２，３２５千円） 
        内容：地域で発生する災害から農村住民の生活を守るため、農業用用施設や農村防災施設を

整備する。 
                      実施地区数 県営事業  ２地区 
                      負担区分    国（５５％）ｍ 県（２9％） 

 
●「たん水防除事業費」（耕地課 ５５，２５０千円） 
  内容：農地のたん水被害を防止するため、排水機、排水路等を整備する。 
                   実施地区数  県営事業  １地区 
                   負担区分    国（５０％） 県（２７．５％） 
 

      ●「中山間地域総合農地防災事業費」（耕地課 ２０８，８４５千円） 
        内容：中山間地域において、農地防災施設や農地保全施設を総合的に整備する。 
                       実施地区数  県営事業 ３地区 
                       負担区分    国（５５％） 県（２８％） 
 

  ●「障害防止対策耕地事業費」（耕地課 １５０，０００千円） 
    内容：北富士演習場にともなう土砂流入の被害防止と用水不足を解消するため、「防衛施設

周辺の生活環境の整備等に関する法律」に基づく補償工事により必要な施設を整備す
る。 

                       実施地区数  県営事業 １地区 
                       負担区分    国（１００％） 
 
 
 （３）耕作放棄地の発生防止と有効活用 
 
 
①  耕作放棄地対策の計画的な推進 
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  ② 多様な担い手への利用集積と基盤整備の推進 
      ●「耕作放棄地解消・発生防止基盤整備事業費」（耕地課 １８７，８５０千円） 
        内容：農地、用排水施設、農道などの基盤整備と、耕作放棄地解消・発生防止の手法を確立

する関連施策を一体的に実施する。 
                      実施地区数 県営事業  ２地区 
                      負担区分    国（５０～５５％） 県（２７．５％） 
    

●「農地環境整備事業費」（耕地課 ６８８，４１５千円） 
     内容：中山間地域の耕作放棄地解消や利活用を通じた国土・環境保全と、優良農地の生産性

の向上を図るための整備を一体的に実施する。 
                      実施地区数  県営事業 １０地区 
                      負担区分    国（５５％） 県（３０％） 
 
      ●「基盤整備促進事業費」（耕地課 １１７，４２９千円） 
        内容：農用地の利用集積等の加速的な推進を図り、農業生産の向上、効率的・安定的な農業

経営の確立を推進するための、地域の実態に即したきめ細かな農業生産基盤の整備に
助成する。 

                      事業主体    市町村 
                      事業費     ９地区（２２１，７００千円） 
                      補助率      （国）５０～５５％ （県）０．５％ 
         
   ●「耕作放棄地等再生整備支援事業費」（農村振興課 ４５，０００千円） 
 

・「耕作放棄地等再生整備支援事業費補助金」（４５，０００千円） 
            内容：優良農地を確保し、農村景観の保全を図るため、耕作放棄地を解消するた

めの基盤整備等に支援する。 
             事業主体  市町村、土地改良区等 
             事業費   ９０，０００千円 
             補助率      １／２ 
 
   ●「農業経営構造対策事業費」（農村振興課 6，369千円） 再掲 Ｐ１８ 

 
   ●「農地中間管理事業費」（農村振興課 ２４２，７９９千円） 再掲 Ｐ１８ 

 
      ●「機構集積協力金交付事業費」（農村振興課 １２９，２１９千円） 再掲 Ｐ２０ 
    内容： 
 
      ●「機構借受農地整備事業費」（農村振興課 ５０，０００千円） 再掲 Ｐ１８ 
 
      ●「６次産業化農業団地整備モデル事業費」 

（農村振興課 ５０，０００千円） 再掲 Ｐ２０ 
 
●新「農地集積基盤整備事業」（耕地課 １５，０００千円）   再掲 Ｐ２０ 

  
  ③ 耕作放棄地の多様な活用の促進 
      ●「やまなし農業ルネサンス総合支援事業費」（農村振興課 ３２，０００千円） 
                                      再掲 Ｐ２５ 
 

●「自給飼料増産促進事業費」（畜産課 ５７９千円） 再掲 Ｐ３０ 
                ・「耕作放棄地対策放牧推進推進事業費補助金」（５００千円） 再掲 Ｐ３１ 
 

●「農地維持・資源向上活動支援事業費」（農村振興課 76,250千円） 再掲 Ｐ３９ 
 
 
 （４）鳥獣害防止対策の強化 
 
  ① 地域ぐるみによる防止対策の推進 
      ●「鳥獣害防止対策総合実践事業費」（農業技術課 ３０，７１９千円）   
        内容：鳥獣が農作物に与える被害が深刻になっていることから、県内各地における有効な防

止対策の実践を支援し、被害を抑止する。 
・「地域で防ぐ鳥獣被害防止支援事業費補助金」（１，０４０千円） 

         内容：集落における問題点を洗い出し、集落に住む人々の意識啓発につなげる集
落診断の実施に対し助成を行なう。 
事業主体  地域協議会 
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                          事業費      ２，０８０千円 
                       補助率      １／２ 
 

・「鳥獣害対策指導体制整備事業費」（９９７千円） 
内容：鳥獣害防止対策集落リーダーの育成と鳥獣害防止技術指導員の資質向上研

修を実施するとともに、鳥獣被害対策専門員を委嘱し、集落単位で行なう
鳥獣害対策を進める。 

 
        ・「鳥獣被害防止総合対策事業費補助金」（２８，２５５千円） 
                  内容：市町村が作成する「被害防止計画」に基づき、農作物被害の防止対策の取            

り組みに係る経費を助成する。 
                         事業主体  地域協議会、農業者団体等民間団体 
                          事業費      ３４，３５０千円 
                       補助率      １／２等 
 

●「総合農業技術センター費」（農業技術課 １４１，４５３円） 
内容：柵の利用が困難な道などの開口部や「獣塀くんライト」等の柵の設置が困難な箇所な

どを踏まえた被害防止技術を開発する。 
 
 
  ② 効果的な被害防止施設の整備 
      ●「中山間地域総合整備事業費」（耕地課 ４１６，５８５千円） 

内容：獣害に対する広域的で一体的な防護環境の実現を図るため、地域の実情を踏まえた侵

入防止柵を整備 

 
●「農地環境整備事業費」（耕地課 ２６１，８８５千円） 
内容：獣害に対する広域的で一体的な防護環境の実現を図るため、地域の実情を踏まえた侵

入防止柵を整備 

 
●「畑地帯総合整備事業費」（耕地課 １６，５７５千円） 
内容：獣害に対する広域的で一体的な防護環境の実現を図るため、地域の実情を踏まえた侵

入防止柵を整備 

 
      ●「鳥獣害防除事業費」（耕地課 ３０，0００千円） 
        内容：野生鳥獣による果樹、野菜、水稲等の農作物への被害を軽減するための被害防除施設

等の整備に助成する。 
                       事業主体  市町村、農業団体 
                          事業費      １００，０００千円 
                       補助率      ３／１０以内 

 
●「総合農業技術センター費」（農業技術課 １４１，４５３円）   再掲 P３３ 
 
 

  ③ 適正な個体数の管理 
    ●「特定鳥獣適正管理事業費」（森林環境部 みどり自然課 ６１，５００千円） 

内容：鳥獣の適正な保護管理を行い、鳥獣による被害対策等の効果的な実施を図るため、市
町村等が特定鳥獣保護管理計画に基づく管理捕獲を実施するのに要する経費に対して
補助する。（※対象種：ニホンジカ、イノシシ、ニホンザル） 

      
 

 ●「ニホンジカ個体数調整捕獲事業費」（森林環境部 みどり自然課 42，429千円） 
内容：標高 1,000メートル以上の鳥獣保護区におけるニホンジカの生息密度を適正なもの

とし、ニホンジカによる自然植生の被害や下層植生の衰退による土砂の流失を防止す
るため、（一社）山梨県猟友会に管理捕獲を委託する。 

 
   ●「漁業調整指導費」（花き農水産課 ８，０６１千円） 再掲 Ｐ３２ 
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 ６ 観光と連携したふれあいの里づくり   
 
 
 （１）都市農村交流の推進 
 
  ① 地域資源や食材の活用 
   ●「農村女性活動推進支援事業費」（農業技術課 ２，０７４千円）再掲 Ｐ２０ 
 
        ・「農村女性による農村資源活用事業費」（７１３千円）再掲 Ｐ２０ 
 
  ② 多彩な体験メニューの提供 
    ●「やまなし都市農村交流推進事業費」（観光振興課 ８８２千円） 
        内容：本県の豊かな自然、農業、農村景観などの様々な地域資源を活用した都市と農村の

交流を推進するため、体験メニューづくりや提供方法、おもてなし手法等について、
セミナーを開催する。 

 
●「企業的農業展開支援対策費」（担い手対策室 ４５，３９１千円）再掲 Ｐ１９ 

 
・「やまなし企業と農山村のふるさと交流促進事業費」 

（８００千円）再掲 Ｐ１９ 
 

  ③ 観光農業に適した作目・品種、栽培方法等の導入推進 
 
 

 （２）交流拠点等の整備と農村情報の発信 
 
  ① 魅力ある交流拠点等の整備 
   ●「山村振興等農林漁業対策事業費」（耕地課 ４２，３４９千円） 
        内容：中山間地域の活性化と定住の促進のため、地域の特性に応じた農林漁業の振興、安       

定的就業機会の確保、生活環境の充実等に必要な総合的整備に助成する。 
 
      ●「農村地域活性化農道整備事業費」（耕地課 ２６８，００７千円）再掲 Ｐ２9 
 
  
② 農村情報の県内外への発信 

   ●「やまなし都市農村交流推進事業費」（観光振興課 ８８２千円） 再掲 Ｐ４３ 
 

●「企業的農業展開支援対策費」（担い手対策室 ４５，３９１千円）再掲 Ｐ１９ 
 

・「やまなし企業と農山村のふるさと交流促進事業費」 
（８００千円）再掲 Ｐ１９ 
 

 ●「やまなし二地域居住滞在促進事業費」（観光振興課 ２，３００千円） 
        内容：山梨への移住・交流を推進するため、ホームページやガイドブックによる情報提供を

行うとともに、「やまなし暮らし」に関する相談会や出張セミナー等を開催する。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 44

 
７ 平成２６年２月の大雪害の克服に向けた「雪害緊急対策事業費」 
    
 
 
 （１）施設倒壊対策 
 
 
① 撤去（補助対策） 

   ●「臨被災施設等応急対策事業費補助金」（果樹食品流通課）Ｈ２５ ６２１，９９０千円     
内容：被災した農業用施設等の撤去に対し補助する。 
    事業主体  農業者、ＪＡ等 
    補助率  ・国５／１０、県２．５／１０、市町村２．５／１０ 

          ・県５／１０、市町村５／１０（国補対応外施設等） 
         
  ② 復旧（融資対策） 
    ●「臨償還円滑化緊急借換資金利子補給補助金」（農業技術課 ５，０３０千円） 
        内容：被災ハウスに係る借入金の借り換え資金の実質無利子化。 
        融資枠   Ｈ２５ ５０，０００千円 Ｈ２６ ５５０，０００千円 

基準金利  ２．１５％ 
        償還期間  １５年以内（うち据置７年以内） 
        限度額   ２，０００万円又は償還残高のいずれか低い額 
        貸付利率  無利子（県１．０％、市町村１．０％、ＪＡ等０．１５％利子補給） 
 

 ●「臨農業施設復旧支援対策事業費」（農業技術課 Ｈ２５ ２月補正 ４００，０００千円 
           融資枠   Ｈ２５ ５０，０００千円 Ｈ２６ ５５０，０００千円 

基準金利  ２．１５％ 
        償還期間  １５年以内（うち据置７年以内） 
          
         ・被災した農業用施設の復旧に係る資金の利子を補給する。（融資残を活用し

ない場合） 
 限度額  ２，０００万円（畜舎を含む場合５，０００万円）、法人３億円        
融資率   １００％ 
貸付利率 無利子 

（県１．０％、市町村１．０％、ＪＡ等０．１５％利子補給） 
 
 ③ 復旧（補助対策） 
    ●「臨被災ハウス栽培復旧事業費補助金」（果樹食品流通課） 
                           ２月補正   ２５０，０００千円 
        内容：農業協同組合が貸し付ける低コスト耐候性ハウス施設の整備に対し補助する。 

    事業主体  農業協同組合 
    補助率   １／２（強い農業づくり交付金・国費） 
  

 ●「臨被災ハウス復旧支援事業費補助金」（果樹食品流通課） 
                           ２月補正     ５，５５５千円 
        内容：低コスト耐候性ハウス施設を借り入れる農家の賃借料を軽減させるため補助する。 

    補助対象者 被災ハウス栽培復旧事業で整備した施設を借り受ける農家 
    補助率   １／３ 
 

●「臨やまなし果樹産地施設等整備事業費補助金」（果樹食品流通課） 
      内容：ＪＡフルーツ山梨共選所の復旧に対し助成する。 

    事業主体  ＪＡフルーツ山梨 
    補助率   １／２（強い農業づくり交付金・国費） 
 

●「臨水稲育苗施設緊急復旧支援事業費補助金」（花き農水産課 ８，８９１千円）                    
        内容：倒壊したＪＡの管理する水稲育苗施設の復旧に対し補助する。 

    事業主体  ＪＡ 
    補助率   １／３（県１／３） 

 
   ●「経営体育成支援事業」（農業技術課） 
    内容：「被災者向け経営体育成支援事業」に県・市町村が限度額の範囲内で助成する。 
        補助率：国５／１０、県２／１０、市町村２／１０ 
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 （２）樹木損傷対策 
 
 
  ① 苗木購入（補助対策） 
   ●「臨改植用果樹苗木購入事業費補助金」（果樹食品流通課 ７，１６２千円） 

内容：倒壊した果樹の補植・改植のための苗木購入に対し補助する。 
    事業主体  農業者、ＪＡ等 
    補助率   ２／３（県１／３、市町村１／３）  

 
② 種苗購入（補助対策） 

   ●「臨花きハウス栽培種苗購入事業費補助金」（花き農水産課 １３，５８２千円） 
内容：損壊したハウス施設を復旧し花き栽培再開のための種苗購入に対し補助する。 
    事業主体  営農集団、ＪＡ 
    補助率   ２／３（県１／３、市町村１／３）  

 
 
 （３）減収対策 
 
 
  ① 経営費確保（融資対策） 
   ●「臨被災農業者リスケジュール資金利子補給補助金」 

（農業技術課 ３，３５３千円） 
内容：被災農業者の既往近代化資金の償還負担を軽減するため、３年間措置するリスケジュ

ール資金。 
    融資枠   Ｈ２５  ５０，０００千円 
          Ｈ２６ ３５０，０００千円 

基準金利  ２．１５％ 
償還期間  据置３年のリスケジュール（据置３年＋既往資金の残存償還年） 

        限度額   ２，０００万円 
        貸付利率  無利子（県１．０％、市町村１．０％、ＪＡ等０．１５％利子補給） 

 
 ●「臨雪害対策経営安定化支援資金利子補給補助金」 

（農業技術課 １８，４４３千円） 
内容：被災農業者の既往近代化資金の償還負担を軽減するため、３年間措置するリスケジュ

ール資金。 
    融資枠   Ｈ２５   １００，０００千円 
          Ｈ２６ ２，１００，０００千円 

基準金利  ２．１５％ 
償還期間  ５年以内（うち据置１年以内） 

        限度額   ２００万円 
        貸付利率  無利子（県１．０％、市町村１．０％、ＪＡ等０．１５％利子補給） 
 
 
 （４）資金融通対策 
 
 
   ●「臨山梨県信用基金協会特別準備金積み立て補助金」 

（農業技術課 ２２，８８６千円） 
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 補助対象別主要事業一覧 Ｎｏ．１ （生産関係施設） 
 
 
 
 
      
    事     業     名 
 
 
 
 

 
育
苗
施
設 

 
穀
類
乾
燥
調
整
貯
蔵
施
設 

 
堆
肥
き
ゅ
う
施
設
・ 
散
布
機 

 
動
力
溝
掘
機 

 
種
苗
増
殖
施
設 

 
消
毒
用
機
械
・ 
施
設 

 
コ
ン
バ
イ
ン 

 
潅
水
用
施
設 

 
温
室
等
生
産
施
設 

 
菌
類
生
産
施
設 

 
運
搬
機
械 

 
農
機
具
格
納
庫 

 
防
風
・ 
防
霜
施
設 

 
そ
の
他
栽
培
用
機
械 

 
種
苗
の
購
入 

 
ぶ
ど
う
棚
・ 
醸
造
施
設 

 
水
産
関
係
施
設 

農業経営構造対策事業（農村振興課） ○ ○       ○         

山村振興等農林漁業対策事業（耕地課） ○ ○ ○  ○ ○   ○   ○ ○ ○   ○ 

やまなし農業ルネサンス総合支援事業 
             （農村振興課） 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  △  

活力ある水田農業支援事業（花き農水産課） ○  ○ ○ ○ ○ △ ○ ○  ○   ○    

醸造用ぶどう産地育成事業（果樹食品流通課）               ○ ◇  

果樹農家規模拡大支援事業（果樹食品流通課）               ○   

果樹施設化支援事業（果樹食品流通課）         ▲         

農業用機械・施設整備事業（農業技術課）   ○   ○   ○   ○ ○ ○    

ニューファーマー定着支援事業（担い手対策室）      ○   ○     ○    

 
注）▲は簡易雨よけ施設に限る、◇はぶどう棚に限る 
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 補助対象別主要事業一覧 Ｎｏ．２ （生産施設：畜産関係） 
 
 
 
 
 

事     業     名 

 
飼
料
調
整
施
設 

 
飼
料
貯
蔵
施
設 

 
飼
料
収
穫
調
製
機
械 

 
飼
料
運
搬
車 

 
放
牧
施
設 

 
糞
尿
処
理
施
設
・ 
機
械 

 
農
機
具
格
納
庫 
 
 
 
 

 
堆
き
ゅ
う
肥
施
設 

山村振興等農林漁業対策事業（耕地課） ○ ○ ○     ○ 

自給飼料増産促進事業（畜産課） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

畜産環境総合対策事業（畜産課） 
 
 

 
 
 

 
 
 
○  ○ 
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 補助対象別主要事業一覧 Ｎｏ．３ （流通・加工・販売施設） 
 
 
 
 
 

事     業     名 

 
畑 
作
物
等
加
工
施
設 

 
茶
等
特
用
作
物 
加
工
施
設 

 
果
樹 
等
加
工
施
設 

 
畜
産
物 
加
工
施
設 

 
農
畜
産
物
直
売
施
設 

 
集
出
荷
施
設 

 
貯
蔵
施
設 

 
選
別
用 
機
械 

 
特
産
品 
開
発 

農業経営構造対策事業（農村振興課） ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○  

山村振興等農林漁業対策事業（耕地課） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

やまなし農業ルネサンス総合支援事業 
（農村振興課） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

活力ある水田農業支援事業（花き農水産課）     ○ ○ ○ ○  
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 補助対象別主要事業一覧 Ｎｏ．４ （土地基盤整備） 
 
 
 
 
 

事     業     名 

 

用 
排 
水 
路 

整 
備 

 

整 
地 

・ 
客 
土 

 

水 
田 
の 
ほ 
場 
整 
備 

 

農 
道 
の 
改 
良 

・ 
舗 
装 

 

か 
ん 
が 
い 
施 
設 

 

土 
壌 
・ 
土 
層 
改 
良 

 

畑 
・ 
樹 
園 
地 
の 
ほ 
場 
整 
備 

 

草 
地 
・ 
飼 
料 
畑 
の 
造 
成 

 

伐 
採 
・ 
抜 
根 

・ 
改 
植 

 

農 
地 
の 
防 
災 
対 
策 
・ 
保 
全 

 

防 
風 
施 
設 

 

農 
地 
の 
流 
動 
化 

・ 
集 
団 
化 

 

た 
め 
池 
等 
の 
整 
備 

 

排 
水 
機 
場 
の 
設 
置 

 

地 
滑 
り 
の 
防 
止 

 

鳥 

獣 

害 

の 

防 

止 

 

 

 

農業経営構造対策事業（農村振興課） ○ ○ ○ ○  ○ ○   ○       

中山間地域総合整備事業（耕地課） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○  ○   ○ 

中山間地域総合農地防災事業（耕地課） ○         ○   ○    

農地環境整備事業（耕地課） ○  ○ ○ ○  ○ ○  ○   ○   ○ 

耕作放棄地解消・発生防止基盤整備事業（耕地課） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○  ○   ○ 

経営体育成基盤整備事業（耕地課） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○  ○   ○ 

たん水防除事業（耕地課） ○             ○   

ため池等整備事業（耕地課） ○         ○   ○    

農村災害対策整備事業（耕地課） ○         ○   ○    

基盤整備促進事業（耕地課） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○       

畑地帯総合整備事業（耕地課） ○ ○  ○ ○ ○ ○   ○ ○     ○ 

かんがい排水事業（耕地課） ○    ○            

広域・基幹などの農道整備事業（耕地課）    ○             
地すべり対策事業（耕地課）               ○  
特産農産物生産支援整備事業（耕地課） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○     

鳥獣害防除事業（耕地課）                ○ 

自給飼料増産促進事業（畜産課）        ○         

耕作放棄地等再生整備支援事業（農村振興課） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○     ○     
企業的農業経営推進支援モデル事業（農村振興課） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○     ○     
機構借受農地整備事業 ○ ○ ○ ○   ○  ○        
６次産業化農業団地整備モデル事業 ○ ○  ○ ○    ○        
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補助対象別主要事業一覧 Ｎｏ．５ （農村の整備） 
 
 
 
 
 
    事     業     名 

 
営
農
飲
雑 
用
水
施
設 

 
体
験
農
園 

 
農
村
集
落
親
水
・ 
景
観
保
全 

 
集
落
防
災
施
設 

 
研
修
・ 
交
流
等
施
設 

 
高
齢
者
活
動
支
援
施
設 

 
施
設
用
地
整
備 

 
た
め
池
等
水
辺
環
境
の
整
備 

 
農
村
集
落
道
整
備 

 
農
村
集
落
用
排
水 
施
設 

 
生
態
系
の
保
全 

 
簡 
易 
給 
水 
・ 
排 
水 
施 
設 
 

農業経営構造対策事業（農村振興課）  ○   ○  ○      

山村振興等農林漁業対策事業（耕地課）  ○ ○  ○ ○ ○  ○   ○ 

中山間地域総合整備事業（耕地課） ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○  

地域用水環境整備事業（耕地課）   ○     ○   ○  

ため池等整備事業（耕地課）     
    ○     

畑地帯総合整備事業（耕地課） ○   ○ ○    ○    

経営体育成基盤整備事業（耕地課） ○   ○     ○ ○ ○  
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 補助対象別主要事業一覧 Ｎｏ．６－１ （ソフト事業・セミハード事業） 
 
 
 
 
 
    事     業     名 

 
推
進
会
議
の
実
施 

 
研
修
会
等
の
実
施 

 
構
想
・ 
指
針
等
の
策
定 

 
各
種
調
査
の
実
施 

 
実
証
ほ
場
等
の
設
置 

 
種
苗
の
購
入 

 
農
産
物
の
Ｐ
Ｒ 

 
新
技
術
等
の
導
入 

 
農
地
の
利
用
調
整 

 
農 
地 
利 
用 
集 
積 
促 
進 

 
果
樹
伐
採
・ 
棚
の
再
設
置
他 

 
普
及
啓
発
活
動 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

やまなし農業ルネサンス総合支援事業 
          （農村振興課） 

    ○   ○     

山村振興等農林漁業特別対策事業（耕地課） ○ ○ ○    ○ ○     

果樹団地化促進支援事業（耕地課）          ○ ○  

耕作放棄地対策放牧推進事業費（畜産課）  ○   ○   ○    ○ 
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 補助対象別主要事業一覧 Ｎｏ．６－２ （ソフト事業・セミハード事業） 
 
 
 
 
 
    事     業     名 

 
推
進
会
議
の
実
施 

 
研
修
会
の
実
施 

 
構
想
・ 
指
針
等
の
策
定 

 
各
種
調
査
の
実
施 

 
生
産
組
織
等
の
活
動
助
成 

 
農
産
物
等
の
Ｐ
Ｒ 

 
景
観
の
保
全
・ 
形
成 

 
集
落
共
同
活
動
の
支
援 

 
鳥
獣
害
の
防
止 

自立経営体確保育成促進事業（農業技術課） ○ ○  ○      

農業生産工程管理手法（ＧＡＰ）推進事業 
               （農業技術課） ○ ○   ○     

中山間ふるさと・水と土基金事業（耕地課） ○ ○ ○ ○   ○ ○  

安全・安心ブランド農産物推進事業 
               （農業技術課）  ○ ○ ○      

鳥獣被害防止総合対策事業（農業技術課）         ○ 

地域で防ぐ鳥獣被害防止支援事業費（農業技術課）        ○ ○ 

やまなし有機の郷づくり推進事業費（農業技術課）     ○ ○    
やまなし有機の郷づくり実践モデル事業費 

（農業技術課）    ○ ○ ○    

中山間地域等直接支払事業（農村振興課）    ○   ○ ○ ○ 

農地維持・資源向上活動支援事業（農村振興課）    ○   ○ ○  

やまなし新ブランド食肉普及拡大推進事業費(畜産課)     ○ ○    

 


